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第１章　伊達市の概要

１．位置・面積

　本市は、北海道の南西部、北海道の中心都市である札幌市と函館市の中間に位置し、北

西には有珠山や昭和新山、南は噴火湾（内浦湾）に面しています。

　2006年（平成18年）３月１日に旧大滝村（現大滝区）と飛び地合併しており、工業都市の室

蘭市や全国的に有名な温泉観光地の登別市・洞爺湖町などと隣接しています。

42度22分～42度32分
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大滝区 位置

伊達地域
緯度（北緯）

経度（東経）
位置 面積

面積

170.2K㎡

274.0K㎡
経度（東経）

緯度（北緯）

140度58分～141度12分

42度34分～ 42度49分

140度46分～140度59分
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２．気象

　本市は、伊達地域と大滝区では気候が少し異なります。

　伊達地域は、厳しい冬の期間が長い北海道内では最も恵まれた気象条件をもち、「北の

湘南」と呼ばれるほど、温かく暮らしやすい地として知られています。また、噴火湾からの暖

流の対馬海流の影響を受けるため、春の訪れが早く、夏・秋はさわやかで快適であり、初雪

も11月と遅く、降雪量が少ない過ごしやすい気候です。

　一方、大滝区は同じ伊達市でありながら内陸部に位置し山に囲まれているため、寒さは

厳しく積雪も多いです。

伊達市（伊達アメダス観測所）の気温、降水量、風速、日照時間（2022年（令和４年））＜資料＞気象庁
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213

27.0 1.4 5.6 96.3 6

12 -4.7 4.1 -14.7 104.5

大滝区（大滝アメダス観測所）の気温、降水量、風速、日照時間、積雪量（2022年（令和４年））＜資料＞気象庁

11 3.1 15.4 -7.6 116.0

21.5 1.6 6.0 33.8

0

10 8.3 24.1 -3.6 179.5 82.5 1.6 6.2 149.7 0

9 15.7 28.0 1.8 112.5 28.5 1.5 5.7 192.0
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2 -6.3 4.0 -20.1 64.0 19.0 1.6 5.7 57.7 201

1 -7.1 0.4 -19.0 118.5 33.5 1.5 5.6 55.6
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３．人口・産業

　伊達市の2022年（令和４年）度末時点の人口は32,118人、世帯数は17,586世帯です。

　2006年（平成18年）以降減少が続いており、国立社会保障・人口問題研究所の報告に

よると、人口・世帯数は今後さらに減少することが予測されます。

　65歳以上の老年人口が増加傾向にあり、2022年（令和４年）度末時点で、総人口の

38.5％（12,377人）を占めています。

■ 人口推移（平成30年度～令和４年度）

※人口及び世帯数は、外国人を含めた人口・世帯数になっています。

■ 区域別人口 （令和５年３月末現在）

＜資料＞都市住宅課

■ 産業別従業者数（15歳以上） （平成27年10月１日現在）

＜資料＞2021年版伊達市統計書
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100.0%

割合(％)
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100%
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18.0%
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年度 人口 世帯数

その他

153人

第２次
産業

第１次産業

1,381人

漁業

第３次
産業

16,124人

総数

1,655人

令和元年度

令和２年度

令和３年度

平成30年度 34,083人 17,871世帯

令和４年度

33,656人 17,831世帯

33,209人

32,599人

32,118人

17,805世帯

17,640世帯

17,586世帯

31,000人

31,500人

32,000人

32,500人

33,000人

33,500人

34,000人

34,500人

17,400世帯

17,450世帯

17,500世帯

17,550世帯

17,600世帯

17,650世帯

17,700世帯

17,750世帯

17,800世帯

17,850世帯

17,900世帯

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

世帯数

人口
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４．土地利用

　2022年（令和４年）時点の地目別土地利用の状況は、その他（50.83％）が最も多く、山林

（16.84％）、原野（14.23％）、畑（8.95％）と続きます。

■ 地目別土地面積（各年１月１日現在、単位：K㎡） （各年１月１日現在）

＜資料＞税務課

第１章　伊達市の概要

構成比(%)

総面積 444.21 444.21 444.21 444.21 444.21 100.00%

区分 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年
令和４年

面積

2.59%

田 4.41 4.43 4.42 4.40 4.39 0.99%

宅地 11.53 11.53 11.51 11.52 11.50

8.95%

山林 75.41 75.39 75.39 74.82 74.81 16.84%

畑 39.67 39.88 39.74 39.80 39.77

14.23%

牧場 9.15 8.90 8.90 10.74 10.74 2.42%

原野 64.77 64.74 64.73 63.26 63.23

225.83 50.83%

0.01%

雑種地 13.41 13.48 13.66 13.84 13.93 3.14%

池沼 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01

その他 225.85 225.85 225.85 225.82
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第２章　伊達市環境基本計画の概要

１　計画の基本的事項について

（１）　計画の目的

　伊達市環境基本条例に定める基本理念にのっとり、市民の良好な環境を確保し、将来の

世代に継承していくため、環境の保全及び創造に関する長期的な目標及び施策の基本的

な事項について定めることを目的としています。

（２）　計画の位置づけ

　伊達市環境基本条例第11条に基づき策定するもので、市の「第７次伊達市総合計画」の

もとで、環境行政におけるマスタープランとなるものです。国や道の環境基本計画及び関連

計画・法令との整合を図るとともに、本市のその他の個別計画などと連携を図りながら、環境

施策を総合的に進めていきます。

（３）　計画の期間

　本計画の計画期間は、2019年度（令和元年度）から2028年度（令和10年度）までの10年

間とします。

　なお、社会・経済情勢の変化や科学技術の進展、環境問題自体に変化が生じることも想

定されるため、必要に応じて計画の見直しを行います。

２　計画策定の視点について

　環境問題は、テーマが幅広く多岐に渡るとともに、市民レベルで取り組める内容から、国や

世界レベルで取り組まなければならないものもあるため、環境の現状と課題を把握し、次の

内容を整理して取り組むべき項目を設定してます。

・環境問題に関わる近年の社会動向

・市民意向（アンケート調査結果による関心度・満足度・重要度）

・第２次伊達市環境基本計画の検証（総括）

・環境審議会や意見交換会、環境白書などへのご意見

第２章　伊達市環境基本計画の概要
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３　計画の方向性について

（１）　将来像

　市民アンケート結果や第２次伊達市環境基本計画の検証と総括、第7次伊達市総合計画

との整合性などから「これまでの環境配慮行動を見直し、持続可能な取り組みを行うとともに、

新たな気づきと行動でより良い環境が実感できる豊かな生活を送れること」を期待し、

として設定しています。

（２）　基本目標・施策体系

・策定にあたっては、「10年後も評価しやすくシンプルで分かり易いもの」、「環境トレンド

　に詳しくなくても理解でき親しみやすいもの」ということに留意しています。

・第２次伊達市環境基本計画から継承する形式で「生活環境」、「自然環境」、「地球環

　境」を冠した３つの基本目標を設定しています。

・各基本目標に達成状況の目安として関連指標を設定しています。

・施策は、市民アンケート結果や第２次伊達市環境基本計画の総括、提出意見、総合

　計画関連などから相関があるものを整理し設定しています（前頁「計画策定の視点

　について」）。

（３）　点検・評価

・計画期間内の長期サイクルは、PDCAサイクルが基本となります。

・毎年の「環境状況等に関する報告書」の作成と公表、意見募集を展開し、点検・評価

　を行っていきます。

・計画期間の５年目終了時に中間総括を行い、環境に関する市民アンケートを実施す

　る予定です。

・報告書の作成時、担当課による実施施策の点検・自己評価を行います。

第２章　伊達市環境基本計画の概要

『環境配慮を通じて、豊かさを実感できるエコシティだて

ー続けよう、ともに学び、行動すること！ー』

7



４　分野別の施策方針について

第２章　伊達市環境基本計画の概要

基本目標１

基本目標２

基本目標３
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第３章　環境の状況と施策の実施状況

●３Ｒの推進と普及啓発

■家庭ごみの排出状況

　「第３次伊達市環境基本計画」では、１人１日当りのごみ排出量を2028年度（令和10年

度）までに、2018年度（平成29年度）比10％の削減、925ｇ（家庭系：479g/事業系：446g）

を目指していますが、令和４年度の排出量は、898ｇで目標を達成することができました。

　今後も継続して目標を達成するためには、家庭から出されるごみの発生抑制、再使用、

再利用の実践を啓発するとともに、再生資源物の分別収集、リサイクル資源の集団収集

の推進などが引き続き必要です。

・１人１日当りのごみ排出量の推移

　

※１人１日あたり排出量＝（ごみの年間処理量÷伊達市の人口÷365日）×1,000,000

　環境基本計画目標値925g/人・日

・ごみの年間処理量の推移

※ごみの年間処理量＝事業系可燃ごみ＋事業系不燃ごみ＋事業系粗大ごみ+家庭系ごみ

【担当：環境衛生課】

基本目標１：生活環境への気付きと調和　Ａ:資源循環（持続可能な社会の構築）

第３章　環境の状況と施策の実施状況

施策方針A-1　3R推進で資源の節約と持続可能な社会を構築しよう

6,660 6,820 6,983 6,937 6,621

4,500 4,031
3,684 3,528 3,899

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H30 R1 R2 R3 R4

ごみの年間処理量（ｔ）

家庭系ごみ 事業系ごみ

535 554 576 583 565
362 327 304 297 333

100

300

500

700

H30 R1 R2 R3 R4

１人１日あたりのごみ排出量（ｇ）

家庭系ごみ 事業系ごみ
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■資源リサイクルの推進

　平成９年４月から、ごみの減量化を目的とした「伊達市分別収集計画」に基づき、再生資

源の分別収集のため、市内全域でステーション回収を実施しています。

　令和４年度についても、市内全域でステーション回収を実施し、分別収集カレンダーや

排出方法のパンフレットを作成、配布しました。

【担当：環境衛生課】

■あおぞらフリーマーケットの開催支援

　リサイクル推進の観点から、伊達消費者協会が

主催（市と共催）で「あおぞらフリーマーケット」を

開催しています。

　令和４年度は、新型コロナウイルスの感染拡大の

影響で中止となりました。

【担当：環境衛生課】

■家庭用使用済み小型家電の回収

　ごみの減量化や資源の循環を目的とし

て、「燃えないごみ」として処分されてい

た小型家電のリサイクル推進を図るため、

平成26年度から市役所及び大滝総合支

所の２箇所に回収ボックスを設置し、「使

用済み小型家電」の無料回収を行って

います。

【担当：環境衛生課】

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標１：生活環境への気付きと調和　Ａ:資源循環（持続可能な社会の構築）

481 487 477 428 401 386 376 370 381 377
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再生資源物回収量の推移
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使用済小型家電回収量の推移

小型家電 パソコン・携帯

(t)
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■紙類回収庫の設置

　紙類のリサイクルを推進するため、随時紙類を持ち込める紙類回収庫を伊達地域には

市役所敷地内、東地区、山下地区、黄金地区、長和地区、稀府地区、有珠地区の７カ所、

大滝区は２カ所に常設しています。

【担当：環境衛生課】

■不用品ダイヤル市の実施

　家庭で不用となったものを有効活用するためのリサイクル情報を、市広報紙に掲載して

います。

【担当：市民課】

■市職員向けペットボトル再生品による物資の調達

　平成12年度から市職員用の作業服にペットボトル再生品を導入しています。

　令和４年度は、作業服（上）９着、作業服（下）10着の購入となりました。

【担当：職員法制課】 

■自治会等団体による紙類等の集団回収への支援

　紙類やびん類、金属類の資源回収を実施した団体（登録制）に対して、回収した実績に

応じて１kg当たり３円の助成金を交付していてます。

　令和４年度は、77団体に助成金1,384,700円（資源回収量463,057kg）を助成しました。

【担当：環境衛生課・地域振興課】

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標１：生活環境への気付きと調和　Ａ:資源循環（持続可能な社会の構築）

553 539 577 579 538 562 574 576 592 568 
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●産業廃棄物等のリサイクル、有効活用

■農業用廃プラスチックの回収

　不法投棄や違法焼却などの不適切な処理がなされないように、伊達市農業協同組合が

年２回（春・秋）廃プラスチックの集団回収を実施しています。回収された農業用廃プラス

チックは、固形燃料にリサイクルされています。

　令和４年度は、春季71.7t、秋季58.4tが回収されました。

【担当：農務課】

■公共工事時の再生骨材コンクリート、再生アスファルト合材等の使用

　市道の整備にあたり、解体コンクリート殻から再生された再生骨材コンクリートや再生ア

スファルト合材の利用により、リサイクルの促進を図るとともに、産業廃棄物の排出量削減

に努めています。

　令和４年度は、再生骨材コンクリートを326㎥、再生アスファルト合材を644t使用しました。

【担当：建設課】

■下水道汚泥の再利用

　下水道汚泥を平成10年度から一部を「堆肥化」、平成14年度から一部を「セメント原料

化」するなど、下水道資源の有効的な利活用を図っています。

　令和４年度は、農地還元堆肥化量として428t、セメント原料化量として963tリサイクルさ

れました。

【担当：上下水道課】

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標１：生活環境への気付きと調和　Ａ:資源循環（持続可能な社会の構築）
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施策方針A-2　ごみの適正処理で住み良いまちづくりに努めよう

●ごみの分別や出し方ルールの啓発

■家庭ごみの「分け方」と「出し方」パンフレット・ごみ収集カレンダーの配布及び

　ごみの排出マナーの徹底

　一般家庭ごみの適正処理の啓発のため、排出方法等についてのパンフレットやごみ収

集日カレンダーを毎年３月に自治会を通じて配布しており、自治会未加入者が多いアパ

ート等は不動産管理業者の協力により配布しています。

　各個別リサイクル法に基づく適正処理については、広報紙やホームページで啓発して

います。

【担当：環境衛生課】

■不適正排出者に対する訪問指導やごみステーションへの注意喚起物の掲示

　ごみステーションの利用を著しく阻害する不適正排出があった際は、排出者が特定でき

た場合には、排出者に対して直接訪問指導を行ってます。また、排出者が特定できなか

った場合も、警告ポスターを設置するなど排出マナーの徹底を訴えております。

【担当：環境衛生課】

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標１：生活環境への気付きと調和　Ａ:資源循環（持続可能な社会の構築）

家庭ごみの「分け方」と「出し方」パンフレット ごみ収集カレンダー
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■不法投棄防止対策

　道路や個人が所有する土地などに、無断で廃棄物などを捨てる「不法投棄」が後を絶ち

ません。

　不法投棄防止対策として、不法投棄防止看板の設置や広報紙を活用して啓発を行っ

ています。

　また、伊達市を含む西胆振６市町は、広域連携

による不法投棄の防止・抑制を図るため、郵便事

業㈱、北海道電力㈱、胆振西部ハイヤー協同組

合と「廃棄物の不法投棄の情報提供に関する覚

書」を平成23年６月に締結し、監視の目を増やす

ことで、不法投棄防止に努めています。

　令和４年度は市道1件、ごみステーション５件

の計６件通報がありました。

【担当：環境衛生課】

■ごみ焼きに関する訪問指導

　家庭のごみをドラム缶や簡易焼却炉で燃やすことは、「廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律」で禁止されています。

　環境パトロール時の発見や市民からの通報の際は、関係機関と連携を図り指導を行っ

ています。

　令和４年度は、１件の通報があり、指導を行いました。

【担当：環境衛生課】

■環境パトロールの実施

　平成16年に制定された「伊達市環境美化条例」を市民へ周知をするため、毎月１回（環

境月間の６月は毎週）広報車両によるPR及び環境パトロールを実施し、ごみの散乱や不

法投棄防止及びごみ焼き禁止のための監視、犬のふん放置禁止について啓発を実施し

ています。

【担当：環境衛生課】

■事業所協力による車両用ボディパネルの装着

　毎年６月の環境月間に合わせて市公用車

や市内タクシー会社の車両にボディパネル

を装着して市内を巡回することで不法投棄

防止の啓発を行っています。

【担当：環境衛生課】

●野焼き、不法投棄の防止

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標１：生活環境への気付きと調和　Ａ:資源循環（持続可能な社会の構築）
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●環境測定の実施と環境基準の達成

■大気環境測定

　北海道胆振総合振興局が測定を行っている大気環境測定（稀府、有珠、館山、北湯沢、

計４カ所）について、二酸化いおう、二酸化窒素・窒素酸化物・浮遊粒子状物質の濃度を

毎月、広報紙及びホームページへ掲載し、市民

への情報提供を行っています。

　また、市役所本庁舎と大滝総合支所の２箇所に

大気環境濃度表示装置を設置し、リアルタイムで

情報提供を行っています。

　令和４年度における大気汚染物質濃度は、全

ての地点・項目において環境基準を超えるものは

ありませんでした。

・二酸化いおう（SO₂）

※環境基準（環境基本法に基づく昭和48年５月16日告示）：１時間値の１日平均値が0.04ppm以下

・一酸化窒素（NO）

※環境基準の設定なし

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標１：生活環境への気付きと調和　Ｂ:生活環境

施策方針B-1　典型７公害等の対策により環境負荷の低減に努めよう
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・二酸化窒素（NO₂）

※環境基準（環境基本法に基づく昭和48年５月16日告示）：

１時間値の１日平均値が0.04から0.06ppmまでのゾーン内またはそれ以下

・窒素酸化物（NOx）

※環境基準の設定なし

・浮遊粒子状物質（SPM）

 ※環境基準（環境基本法に基づく昭和48年５月８日告示）：１時間値の１日平均値が0.10ppm以下　

【担当：環境衛生課】

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標１：生活環境への気付きと調和　Ｂ:生活環境
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■河川・海域水質測定事業

　河川や海域の水質を監視するため、環境基本法の規定に基づき、大きく２種類の基準

（人の健康の保護に関する環境基準（健康項目）、生活環境の保全に関する環境基準

（生活環境項目））の定期的な水質検査を行っています。

　令和４年度における測定結果は、健康項目では河川、海域ともに全ての測定地点で

環境基準を超えるものはありませんでした。

　しかし、生活環境項目においては、一部河川で大腸菌数の環境基準値超過が確認さ

れました。

　また、一部海域で化学的酸素要求量（COD）の環境基準値超過が確認されました。

　これらは、生活排水や雨水の流入による有機物の影響を受けていると考えられることか

ら、引き続き下水道の整備を進めるとともに、家畜ふん尿が悪天候の場合でも河川へ流

出しないよう適正管理の指導を継続していく必要があります。

　なお、測定された大腸菌数については、雨などの気象状況で測定値が大きく変化する

こともあり、これまでの経過から推測すると健康に影響が出る可能性は非常に低いと考

えられます。

・河川・海域水質測定事業　測定項目

 BOD（生物化学的酸素要求量）

 シアン

 カドミウム

 カドミウム

分析項目

 鉛

 ヒ素

 総水銀

 トリクロロエチレン

 テトラクロロエチレン

 ph（水素イオン濃度）

 DO（溶存酸素量）

 SS（浮遊物質量）

 大腸菌数

１回

 鉛

 ヒ素

 総水銀

 トリクロロエチレン

海域採水・水質分析
（健康項目）
実施月：７月

８か所

回数

１回

４回

１回

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標１：生活環境への気付きと調和　Ｂ:生活環境

海域採水・水質分析
（生活環境項目）

実施月：７月

８か所

13か所

13か所

 テトラクロロエチレン

 ph（水素イオン濃度）

 COD（化学的酸素要求量）

 DO（溶存酸素量）

 大腸菌数

 ノルマルヘキサン

分類 採水箇所

河川採水・水質分析
（健康項目）
実施月：９月

河川採水・水質分析
（生活環境項目）

実施月：６月、９月、12月、３月
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・生活環境項目　環境基準達成数及び達成率一覧

　※令和４年度より、調査項目が「大腸菌群数」から「大腸菌数」に変更。

・BOD（河川）・COD（海域）の環境基準達成率の推移

・水素イオン濃度（pH）基準値達成率の推移

・大腸菌群数環境基準達成率の推移（R4年度は大腸菌数の達成率）

海域

BOD

COD

河川

海域

河川

海域

河川

水素イオン
濃度(pH)

大腸菌数

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標１：生活環境への気付きと調和　Ｂ:生活環境

達成率達成数達成率達成数達成率達成数達成率達成数 達成率達成数

H30 R1 R2 R3 R4

52/52 100% 52/52 100%100%

8/13 61.5% 8/13 61.5% 8/13

50/52 96.2% 52/52 100.0% 52/52

12/13 92.3% 4/13 30.8%

51/52 98.1% 52/52 100.0% 52/52 100% 52/52 100% 52/52 100%

61.5%

12/13 92.3% 13/13 100.0% 13/13

33/52 63.5% 42/52 80.8% 29/52

13/13 100% 13/13

100% 100%

55.8%

100%

22/52 42.3% 49/52 94.2%
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★北海道が実施する河川・海域水質測定結果

・河川【令和３年度：健康項目】

・河川【令和３年度：生活環境項目】

・海域【令和３年度：健康項目】

・海域【令和３年度：生活環境項目】

※「n」は年間の総検体数を表し、「m」はnのうち環境基準を超えた検体数を表します。

0/2

0/3
0.006～0.008

（0.007）

＜0.005
（＜0.005）

＜0.005
（＜0.005）

m/n
範囲

（平均）

0/1

0/2

0/1

0/1

0/2

0/1

＜0.0003
（＜0.003）

m/n
範囲

（平均）
m/n

範囲
（平均）

＜0.005
（＜0.005）
＜0.005

（＜0.005）
＜0.005

（＜0.005）

＜0.0003
（＜0.003）
＜0.0003
（＜0.003）

0.01mg/ℓ以下

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標１：生活環境への気付きと調和　Ｂ:生活環境

鉛（mg/ℓ） ヒ素（mg/ℓ）
類型

AA

カドミウム（mg/ℓ）

0.01mg/ℓ以下0.003mg/ℓ以下

0/3

0/4

＜0.005
(＜0.005)

総水銀（mg/ℓ）

範囲
（平均）

0.0005mg/ℓ以下

＜0.0005
(＜0.0005)

0/1

0/1

0/1

0/1

m/n

0/4
9.4～13

（11）

鉛（mg/ℓ）

範囲
（平均）

＜0
(＜0)

-

1.3～2.0
（1.7）

7～790
（220）

-

範囲
（平均）

ヒ素（mg/ℓ）

範囲
（平均）

0.02mg/ℓ以下

＜0.005
(＜0.005)

0.01mg/ℓ以下

＜0.005
(＜0.005)

0/1 0/4 0/4

河川名
測定
地点

類
型

0/1

m/n

類
型

B
-

ST-1

1.8

2mg/ℓ以下

--

基準値

ST-8

ST-6
伊達海域

類
型

A

ST-3 0/4 0/4
1.2～1.9

（1.6）

0.003mg/ℓ以下

＜0.0003
(＜0.0003)

ST-2 0/4 0/4
1.2～1.9

（1.6）

1.9
7.8～8.1

（8.0）
0/4

-

7.8～8.1
（8.0）

0/4

1.8

m/n

0/1

75%値

0/1

海域名
測定
地点

基準値

カドミウム（mg/ℓ）

m/n
範囲

（平均）

25mg/ℓ以下

＜1～7
（3）

m/n

基準値

長流橋長流川

5,000MPN/100mℓ

7.5mg/ℓ以上

5mg/ℓ以上

0/4
10～14
（12）

基準値

落合橋AA 2/4

0/4

6.5以上8.5以下

7.1～7.5
（7.3）

6.5以上8.5以下

6.9～7.4
（7.1）

B

長流川 0/4

1mg/ℓ以下

pH BOD（mg/ℓ）

75%値

3mg/ℓ以下

0/4 0.6
＜0.5～0.7

（0.6）
0/4

範囲
（平均）

m/n
範囲

（平均）

0/4 ＜0.5
＜0.5

（＜0.5）

SS（mg/ℓ）

＜1～2
（１）

m/n
範囲

（平均）
m/n

範囲
（平均）

m/n

DO（mg/ℓ）
大腸菌群数

（MPN/100mℓ）

m/n

50MPN/100mℓ

2～790
（230）

範囲
（平均）

25mg/ℓ以下

0/4

ST-5 - - - - - -

0/8 0/8
1.3～2.0

（1.8）
0/1 0/8ST-4

-

1.9

-

7.7～10
（9.1）

3mg/ℓ以下

測定地点
m/n

基準値

ST-7 0/8 0/8
1.7～2.3

（2.1）
0/1 0/8 -

ST-6 0/8 0/8
1.2～2.2

（1.8）
0/1 0/8

7.5～11
（9.4）

7.5～11
（9.4）

7.8～8.1
（8.0）

7.8～8.1
（8.0）

＜0.5
（＜0.5）
＜0.5

（＜0.5）

2.1

2.1

ST-8 0/8 0/8
1.5～2.2

（1.9）
0/1 0/8

7.5～11
（9.4）

-

7.8～8.2
（8.0）

-ST-9

＜0.5
（＜0.5）

-- - - -

2.1

- -

B

m/n m/n
範囲

（平均）

大腸菌群数
（MPN/100mℓ）

1,000MPN/100mℓ

COD（mg/ℓ）
油分

（n-ヘキサン）
pH

範囲
（平均）

7.8以上8.3以下

-

7.8～8.1
（8.0）

7.8以上8.3以下

7.8～8.1
（8.0）

-

5mg/ℓ以上

DO（mg/ℓ）

＜0.5
（＜0.5）

検出されない

＜0.5
（＜0.5）

-

8.4～11
（9.6）

＜0
(＜0)

B
気門別川

長流川

長流川

河川名

落合橋

関内橋

長流橋

測定地点

基準値

0/4 0/4

0/4 0/4

範囲
（平均）

検出されない

＜0.5
（＜0.5）
＜0.5

（＜0.5）
＜0

(＜0)

範囲
（平均）

7.5mg/ℓ以上

7.9～11
（9.4）

7.6～11
（9.3）

m/n

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-
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【参考】水質測定地点の所在地図

※図に記載されているほかに、大滝区の河川水質測定点（長流川　開拓橋）があります。

【担当：環境衛生課】

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標１：生活環境への気付きと調和　Ｂ:生活環境
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■騒音・振動測定

　伊達市の騒音・振動の実態を把握するため、騒音規制法・振動規制法に基づき、市独

自による測定を実施しています。

・環境基準に基づく騒音測定（令和４年度実績）

(1)道路に面する以外の地域

※環境基準（環境基本法に基づく平成10年９月30日告示）

(2)道路に面する地域

※環境基準（環境基本法に基づく平成10年９月30日告示）

・騒音規制法に基づく測定（令和４年度実績）

※要請限度（騒音規制法に基づく平成12年３月２日総理府令）

・振動規制法に基づく測定（令和４年度実績）

※要請限度（振動規制法に基づく昭和51年11月10日総理府令）

地域
類型

C

車
線
数

2

2

環境基準

昼間
70dB以下

夜間
65dB以下

（幹線交通を担
う道路に近接

する空間）

昼間（６時～22時）

基準
適応等価騒音

環境基準 測定地点
地域
類型

等価騒音

基準
適応中央値 90%上端

夜間（22時～翌日６時）

中央値 90%上端

測定値
90%下端90%下端

測定値

長和市営
住宅付近

○

47

45

90%上端 90%下端

○

39

39

55

50

34

33

37

32

39

39

35

29

67札幌トヨペット
付近

○

測定地点

47 68 41

○

長和駐在所
背後地

○

○

夜間（22時～翌日６時）

測定値 測定値

交通量

基準
適応

等価騒音 中央値

167

90%上端 90%下端 等価騒音 中央値

○

○

第
2
種

昼間（６時～22時） 夜間（22時～翌朝６時）

測定値（80%上端値）
基準
適応

39 ○ 34

車
線
数

2

2

要請
限度

昼間
70dB以下

夜間
65dB以下

測定地点

札幌トヨペット付近

長和駐在所付近

44 ○ 37 ○

測定値（80%上端値）
基準
適応

区域
区分

地域
類型

C

昼間（６時～22時） 夜間（22時～翌朝６時）

2

2

要請
限度

昼間
75dB以下

夜間
70dB以下

測定地点

札幌トヨペット付近

長和駐在所付近

測定値（等価騒音）
基準
適応

測定値（等価騒音）
基準
適応

車
線
数

67 ○

○

札幌トヨペット
付近　背後地

長和駐在所

66

62

63

○

○

52 3351 47 57 39 46 38

67 37

16.5

○
43 53 40

63 44

47

4566 61 71

134.5

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標１：生活環境への気付きと調和　Ｂ:生活環境

49 61

19.5

52 50 57 48
○

交通量

基準
適応

64 72

昼間（６時～22時）

A
○

37 ○

36

○昼間
55dB以下

夜間
45dB以下

北海道糖業
社宅付近
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【参考】騒音・振動測定地点の所在地図

（注）●：環境基準に基づく騒音測定のうち道路に面する地域の測定点及び騒音規制法（自動車騒音）、

　　 　　 振動規制法（道路交通振動）に基づく観測点。

　　　▲：環境基準に基づく騒音測定のうち道路に面する地域以外の測定点。

　　　　　 【担当：環境衛生課】

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標１：生活環境への気付きと調和　Ｂ:生活環境
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■公害防止協定に基づく事業所測定

　公害防止協定に基づき、市内２事業所の使用燃料（重油及び石炭）における硫黄含有

率の分析調査を毎年行っています。

　令和４年度は、各事業所とも協定値以内となっています。

　また、工場や事業所に対し、北海道と連携を図りながら「水質汚濁防止法」など関係法

令に基づく適正な排水処理について指導を行うとともに、「伊達市公害防止条例」に基づ

く協定事業所に対する立入調査を実施しています。

　令和４年度は、市内３事業所の水質調査を行いましたが、協定値超過はありません

でした。

【担当：環境衛生課】

■公害に関する苦情対応

　本市の公害に関する苦情は、大気汚染や水質汚濁に関するものなど様々なものが寄せ

られており、関係機関と連携しながら原因の究明と必要に応じて指導等を行っています。

　令和４年度は13件の苦情が寄せられました。

・原因別苦情件数

【担当：環境衛生課】

公害の種類

大気汚染

水質汚濁

騒音

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標１：生活環境への気付きと調和　Ｂ:生活環境

R4

2件 2件 6件 2件 1件

1件

2件 3件 1件 0件 4件

振動

悪臭

土壌汚染

地盤沈下

その他

合計

H30 R1 R2 R3

0件 1件 4件 0件

0件 0件 0件 0件

4件 4件 0件

0件

3件 2件 4件 5件 6件

4件 1件

0件 0件 0件 0件 0件

0件 0件 0件 0件 0件

11件 12件 15件 11件 13件

23



●地下水測定、利用に関する啓発

■硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の測定（令和４年７月4日～15日実施）

　安心安全な飲用水を確保するため、市内全域の検査希望者を対象として硝酸性窒素

及び亜硝酸性窒素に係る飲用井戸水の水質検査を実施しています。

　令和４年度は、56本の検査を行いその内５本の井戸から「水質基準に関する省令」で

定められた基準を超える硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素が検出されました。

　これらの対策として、上水道への切り替えを指導するとともに、井戸水を利用しなければ

ならない給水区域外の井戸使用者に対して、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素を除去する

ことができる浄水器の設置資金（限度額：30万円）の無利子による貸付を行っています。

　令和４年度の貸付実績はありませんでした。

　なお、上水道の普及率は、令和５年３月末現在、給水区域内において伊達地域は

88.8％、大滝区は81.4％の普及率となっています。

【担当：環境衛生課・上下水道課】

■ヒ素の測定（令和４年12月８日実施）

　市内全域の検査希望者を対象として飲用井戸水のヒ素に係る水質検査を実施していま

す（検査料金のうち5,000円を限度として1/2を補助金として交付）。

　令和４年度は、２本の井戸の検査を実施しましたが、基準を超えた井戸はありませんで

した。

　また、「水質基準に関する省令」で定められた基準を超えるヒ素が確認された場合は井

戸使用者に対して上水道への切り替えを指導するとともに、水道設備の設置資金（限度

額：30万円）の無利子による貸付を行っています。

　なお、令和４年度の貸付実績はありませんでした。

【担当：環境衛生課】

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標１：生活環境への気付きと調和　Ｂ:生活環境
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★北海道が実施する地下水定期モニタリング調査結果

　平成２年度から北海道が実施している、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素・テトラクロロエチ

レンによる汚染状況のモニタリング調査では、市内に環境基準値を超える地点があります。

　・硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素は、農地への過剰な施肥や家畜ふん尿の不適正な処

　　理、生活排水等の要因が考えられております。

　・テトラクロロエチレンは、油を溶かすため、金属工業製品の洗浄やドライクリーニングの

　　洗浄に広く利用され、粘性が低く浸透し、流れやすい性質を持っているため、汚染の

　　調査改善・防止対策の推進が必要です。

　また、基準を超過した飲用井戸については、有害物質の除去または上水道への切り替

えなどの状況に応じた対策が必要となります。

●硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素【令和４年度】

※環境基準値：10mg/ℓ以下

●テトラクロロエチレン【令和４年度】

備考　1.赤字は基準値超過

　　　　2.定期モニタリング調査　汚染井戸周辺地区で確認さ

　　　　　れた汚染の継続的な監視等、経年的なモニタリングと

　　　　　して定期的に実施する調査。

　　　　3.生活用水　一般家庭あるいは工場・事業所の所有す

　　　　　る井戸で、飲用以外の生活用に用いられる井戸。

※環境基準値：0.01mg/ℓ以下

R4.6.6

14.8℃

7.5

22mS/m

1.8mg/ℓ

2

不明

館山町

3

一般飲用

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標１：生活環境への気付きと調和　Ｂ:生活環境

地点番号

井戸深度

pH

用途

12.3℃

R4.10.26採水年月日 R4.6.6

15.5℃

6.8

5

生活用水

3m

長和町

27mS/m

4mg/ℓ

用途

2mg/ℓ 14mg/ℓ

19mS/m

一般飲用

23mS/m

16.3℃

6.7

33mS/m

11.2℃

7.5 6.8

テトラクロロエチレン

7.4

15.6℃

R4.6.29

水温

井戸深度

3.4mg/ℓ

地区名

10mS/m

1

網代町

1.9mg/ℓ

電気伝導率

<0.0005mg/ℓ

採水年月日

水温

pH

硝酸性窒素及び
亜硝酸性窒素

地点番号

地区名

電気伝導率

不明

7

舟岡町②

50m

一般飲用

R4.6.6

東有珠町

15.4℃

一般飲用

R4.6.6

9.2mg/ℓ

15.2℃

7.0

19mS/m

9.1mg/ℓ

7.6

32mS/m

R4.10.26

15.1℃

7.2

18mS/m

R4.7.21 R4.6.6

松ヶ枝町

8m

一般飲用

6

舟岡町①

不明

一般飲用

4

62m

25



・水道法に基づく水質基準項目51項目測定結果

・地点1：上館山町、地点２：館山下町、地点３：旧伊達市清掃センター 単位：mg/ℓ

※赤字は基準値超過

・ダイオキシン類測定結果（令和４年10月31日採取）

※地下水における環境基準（ダイオキシン類対策特別措置法に基づく平成11年12月27日環境庁告示：年平均値1pg-TEQ/ℓ

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標１：生活環境への気付きと調和　Ｂ:生活環境

ダイオキシン毒性等量 ジベンゾフラン毒性等量 コブラナーPCB毒性等量
(pg-TEQ/ℓ) (pg-TEQ/ℓ) (pg-TEQ/ℓ)

＜0.0003 ＜0.00005 ＜0.001 ＜0.001 0.002
0 不検出 ＜0.0003 ＜0.00005 ＜0.001 ＜0.001

0.002

1,4-
ジオキサン

ジクロロ
メタン

1
2

旧清掃センター構内
周縁地

0.079
0.076

0.075
0.072

0.0040
0.0040

項目

3

地
点
名

ヒ素及び
その化合物

基準値 100個/mℓ以下 検出されないこと 0.003以下 0.0005以下 0.01以下 0.01以下 0.01以下

種類 一般細菌 大腸菌群数
カドミウム及び
その他化合物

水銀及び
その化合物

セレン及び
その化合物

鉛及び
その化合物

0.002
0 不検出

テトラクロロ
エチレン

トリクロロ
エチレン

ベンゼン

四塩化炭素

0 不検出 ＜0.0003 ＜0.00005 ＜0.001 0.001

シス-1,2-ジクロロエチレン及び
トランス-1,2-ジクロロエチレン

0.8以下 1.0以下 0.002以下
0.4 ＜0.05 ＜0.0002

＜0.08 ＜0.05 ＜0.0002
0.1

フッ素及び
その化合物

ホウ素及び
その化合物

＜0.05

＜0.001
＜0.005 ＜0.002 ＜0.001 ＜0.001 ＜0.001

0.01以下 0.01以下
＜0.005 ＜0.002 ＜0.001 ＜0.001
0.05以下 0.02以下 0.01以下0.04以下

＜0.004
＜0.004

＜0.001 ＜0.001

塩素酸 クロロ酢酸 クロロホルム ジクロロ酢酸
ジブロモクロロ

メタン
臭素酸

総トリハロ
メタン

＜0.005 ＜0.002 ＜0.001＜0.004

0.01以下 0.1以下
＜0.06 ＜0.001 ＜0.006 ＜0.001 ＜0.01 ＜0.001
0.6以下 0.02以下 0.06以下 0.03以下 0.1以下

＜0.01

有機物 pH 味

＜0.001 ＜0.01 ＜0.001 ＜0.01
＜0.06 ＜0.001 ＜0.006 ＜0.001 ＜0.01 ＜0.001 ＜0.01

＜0.006

0.007

5.8以上8.6以下

＜0.001 ＜0.003 ＜0.009 ＜0.003 0.011

臭気

＜0.001 ＜0.003 ＜0.009 ＜0.003 0.15

9.8 102 143

13 40 125

＜0.02
81 141 ＜0.02

＜0.02

＜0.02

異常なし 異常なし

種類

基準値
地
点
名

1
2
3

種類

基準値

＜0.000001 ＜0.002 ＜0.0005 ＜0.5 7.9

銅及び
その化合物

ナトリウム及び
その化合物

マンガン及び
その化合物

塩化物イオン

異常なし
＜0.000001 ＜0.002
＜0.000001 ＜0.002

地
点
名

1
2
3

種類

基準値

0.02 15

＜0.05

残留塩素

基準値 0.00001以下 5度以下 2度以下 基準値なし

地
点
名

1
2

0.05以下 200以下

0.00001以下 0.02以下 0.005以下 3以下

＜0.0005

基準値
＜0.0005

地
点
名

1 ＜0.000001 ＜0.5 ＜0.2

2-メチルイソ
ボルネオール

非イオン
界面活性剤

フェノール類

＜0.2 ＜0.05
2 ＜0.000001 ＜0.5 ＜0.2 ＜0.05

3

種類 ジェオスミン 色度 濁度

3 ＜0.01 10

地
点
名

＜0.001 ＜0.003

1

3 ＜0.000001 ＜0.5

種類
六価クロム

化合物
亜硝酸態窒素

シアン化物イオ
ン、塩化シアン

硝酸性窒素及び
亜硝酸性窒素

基準値 0.05以下 0.04以下 0.01以下 10以下

2 ＜0.002 ＜0.004 ＜0.001 0.56

＜0.06 ＜0.001
ブロモジクロ

ロエタン

＜0.5

＜0.009

＜0.005

ブロモホルム
ホルム

アルデヒド

3 ＜0.002 ＜0.004 ＜0.001 1.5

種類

地
点
名

1
2
3

種類

異常なし 異常なし

異常でないこと 異常でないこと

＜0.03

7

0.2以下 0.3以下
＜0.003

500以下 0.2以下

カルシウム、
マグネシウム等

蒸発残留物

0.05
＜0.03

0.017 ＜0.02
0.08以下 1.0以下

0.6 7.4 異常なし

＜0.02

300以下

■旧伊達市清掃センター構内及び周縁地の地下水水質検査結果（令和４年10月31日採取）

＜0.0002

2 ＜0.01 10 ＜0.005 20

陰イオン
界面活性剤

基準値 1以下 200以下

亜鉛及び
その化合物

アルミニウム
及びその化合物

鉄及び
その化合物

0.03以下 0.03以下

地
点
名

1 ＜0.002 ＜0.004 ＜0.001 0.09

0.09以下

トリクロロ
酢酸
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■乳幼児世帯への飲用井戸使用の確認

　母子健康手帳の交付時に、飲用井戸水の使用について確認し、使用世帯である場合

は、水質検査の受検を依頼するとともに水質基準を満たしていない井戸水の使用による

乳幼児への影響などについて周知を行っています。

・令和４年度　確認件数・・・154件

【担当：健康推進課】

■エキノコックス症検診の勧奨

　エキノコックス症とは、エキノコックスの虫卵に汚染されたものを口から取り入れることで

罹患します。

　エキノコックス症を予防するための知識を普及するとともに、患者を早期に発見して早期

治療に結び付けるために、小学３年生以上の市民を対象にエキノコックス症検診を開催し

ており、ホームページ等により受診するよう呼び掛けています。

・令和４年度　エキノコックス症検診受診者…352人

※352人のうち、１名が擬陽性となりました。

【担当：健康推進課】

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標１：生活環境への気付きと調和　Ｂ:生活環境
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■公共下水道事業

　下水道の普及率は、令和５年３月末現在、人口普及率で88.1％となっており、整備は順

調に進んでいます。

【担当：上下水道課】

■公共下水道処理区域内の下水道未接続者への接続普及啓発

　毎年９月10日の「下水道の日」に合わせて、新聞広告等にて下水道の普及促進を促す

ＰＲを行っています。

　また、下水道に接続できる地域となってから２年経過しても接続されていない世帯に、水

洗化についての勧奨文書を送付して啓発を行っています。

【担当：上下水道課】

■水洗便所改造等資金貸付事業

　下水道への接続や浄化槽の設置によりトイレを水洗化するなど、水洗化に係る工事資

金の貸付制度を行っており、水洗化の普及促進を図っています。

・令和４年度　貸付実績

　・下水道接続による貸付・・・０件（前年度：０件）※延べ利用件数2,904件（S60～）

　・浄化槽設置による貸付・・・０件（前年度：１件）※延べ利用件数 　 21件（H20～）

【担当：上下水道課・環境衛生課】

■合併浄化槽設置整備事業

　公共下水道の事業認可区域を除いた区域及び公共下水道の事業認可区域のうち、

市街化区域を除いた区域で、公共下水道の整備が当面見込まれない区域において、

合併浄化槽の設置者に対し補助金を交付しています。

令和４年度は、４件の利用があり、平成20年度からの延べ利用件数は216件となりまし

た。

【担当：環境衛生課】

■浄化槽の法定検査の実施

　公益社団法人北海道浄化槽協会により、毎年定期検査を実施しています。

令和４年度は、500件の法定検査を実施しました。

【担当：環境衛生課】

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標１：生活環境への気付きと調和　Ｂ:生活環境

●下水道、浄化槽の整備普及
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●都市景観の保全と緑化活動の普及推進、歴史・文化的資源の保護

■花だんコンクール・花の種子の配布

　伊達市連合自治会協議会では、生活に潤いと安らぎを与え、住みよい環境づくりを推

進するため、市との共催により、花だんコンクールを実施し、花いっぱい運動の普及に

努めています。

　令和４年度開催された第43回花だんコンクール及び花の種子の無料配布の状況は次

のとおりです。

【第43回花だんコンクール結果】

【花の種子の無料配布状況】

【担当：総務課】

■緑化キャンペーン

　身近な緑の保全・創出を図るため、伊達市緑化キャンペーン期間を設けて、街頭・事業

所等での「緑の募金」、緑化木の配布を行っています。

　令和４年度の実績は次のとおりです。

・緑の募金 募金額    　219,871円（前年度：237,569円）

・緑化木の配布　   　  127,050円（前年度：44,770円）

【担当：上下水道課】

東３区自治会模範花壇の部（団体）

１名

サルビア、アゲラタム、
マリーゴールド

種子の種類 配布先

自治会、学校等

１名

配布数

21

努力賞

努力賞

個人花だん

個人ガーデニング

マスター賞 ２名模範花壇の部（個人）

マスター賞

努力賞

努力賞
一般花だん

伊達市立図書館

ふれあい館

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標１：生活環境への気付きと調和　Ｂ:生活環境

施策方針B-2　地域パートナーシップでまちの美化・景観保全に努めよう

名　　称

長和20区自治会

部　　門

自治会花だん

優秀賞

賞

努力賞 東１区自治会

優良賞 有珠２区自治会
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■開発・造成行為時の緑地の確保推進

　宅地開発における緑化推進として、必要に応じて開発行為区域内の３％以上の面積の

緑地を設け、地域住民の憩いの場となるべき緑地の造成を図っています。

【担当：都市住宅課】

■公園の環境整備

　全国的に増加している公園遊具での事故防止のため、点検を強化するとともに、更に使

い勝手の良い環境整備に努めています。

　また、だて歴史の杜では、地域住民の公

園づくりの一端として、地域住民による花

だんづくりや「だて緑と花のまつり」を開

催するなど、地域住民と共同で維持管

理に取り組んでいます。

・令和４年度　公園整備状況

【担当：上下水道課】

■埋蔵文化財包蔵地の保護

　市内に数多く現存する遺跡の保存と保護を図るため、地域開発や砂利採取及び建物

の建設工事等について、事前協議を行うとともに、必要に応じ遺跡分布調査や工事立会、

発掘調査を実施していきます。

　令和４年度は、事前協議７件、発掘調査１件、工事立会調査４件実施しています。

【担当：生涯学習課】

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標１：生活環境への気付きと調和　Ｂ:生活環境

2基 82,819千円

整備場所 整備遊具数 事業費

だて歴史の杜
館山公園
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■史跡北黄金貝塚の保存と活用

　地域の貴重な文化遺産である史跡北黄金貝塚とその周辺の景観保護を図るため、植

樹による修景等を実施しています。また、文化的資源である北黄金貝塚公園の活用とし

て、だて噴火湾縄文まつり等のイベントを開催しているほか、解説ボランティア団体オコ

ンシベの会を中心として遺跡ガイドや体験学習を実施しています。

　各ボランティア団体の活動状況は次のとおりです。

・解説ボランティア　オコンシベの会

史跡北黄金貝塚公園のオープン時より組織され、

修学旅行生等の来園者を対象に自然と共生した

縄文文化の解説や体験学習を行っています。

　令和４年度実績

来場者数：18,983人（前年度：14,303人）

体験学習：2,749人（前年度：4,754人）

【担当：生涯学習課】

■旧伊達邸庭園内における歴史・自然景観の維持・公開

　　市民の憩いの場として、また北海道の環境緑地保護地区に指定されている市指定史跡

旧伊達邸庭園内の景観維持のため、樹木の剪定を行っています。また、文化的資源であ

る重要文化財「旧三戸部家住宅」や市指定有形文化財「迎賓館」等の活用として、一般公

開を実施しています。

・だて記念館びおとーぷクラブ

環境緑地保護地区に指定されている旧伊達邸庭園の野草園の維持管理を行ってい

るほか、史跡北黄金貝塚公園で開催されるだて噴火湾縄文まつりでは、植樹によっ

て復元した「縄文の森」の散策ガイドも行っています。

【担当：生涯学習課】

■市民活動への支援

　「道の駅だて歴史の杜ＶＳＰ」において、緑化に対する調査研究や国道沿線の花だん等

の管理・植栽等の活動に対して、花の苗を提供するなどの支援を行っています。

 ※ＶＳＰ … ボランティアサポートプログラム

【担当：上下水道課】

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標１：生活環境への気付きと調和　Ｂ:生活環境
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●地域環境美化活動の普及、推進

■ごみのポイ捨て禁止の啓発（環境美化推進員）

　ごみステーションへの不適正排出によるごみの散乱や犬のふんの放置などに関係する

苦情が多いことから、平成24年７月に「環境美化推進員」を配置しています。

　令和４年度は、市街、中央、東、長和地区の各自治会から推薦された71名の方に委嘱

し、環境美化条例の目的である美しいまちづくりを目指し、地域のごみステーションの巡

回や不適正排出の通報などを行ってもらっています。

　また、定期的に環境美化推進員情報交換会を行い、報告された問題点から啓発チラシ

を作成し、啓発に活用しています。

【担当：環境衛生課】

■空き地等の繁茂雑草や枝の張り出し等の処理依頼

　空き地等から繁茂する雑草や樹木の枝等についての苦情があった際に、土地の所有

者等に対して、雑草や樹木の枝等の処理を依頼しています。

　令和４年度は、延べ28件の指導を実施しました。

【担当：環境衛生課】

■ペット飼養者へのマナー啓発（野良猫対策を含む）

　広報紙やホームページなどで、犬や猫の飼い方・マナーについて、周知啓発を行って

います。また、自治会や環境美化推進員と協力し、「犬のフン禁止」ののぼりの設置や、

市民の要望により「犬のフンのあと始末に関して」の啓発看板を設置しています。

【担当：環境衛生課】

■スズメバチ等の巣駆除の受付

　人に危害を加える恐れのあるスズメバチ等の巣の駆除に掛かる費用の1/2の金額（限度

額：6,000円）を補助しています。

　令和４年度は、75件の申請があり75件(450,000円)の補助決定をしました。

【担当：環境衛生課】

■「市民総ぐるみ清掃の日、空き缶ゼロの日」運動

　春と秋の「市民総ぐるみ清掃の日、空き缶ゼロの日」運動に合わせ、自治会が道路や長

流川や気門別川の河川敷において、清掃を行いました。

・令和４年度実績

【担当：総務課・環境衛生課】

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標１：生活環境への気付きと調和　Ｂ:生活環境

令和4年4月24日

実施日

令和4年9月25日

参加自治会数 参加人数

77自治会 2,712人

69自治会 2,168人

ごみ回収量

4,770kg

3,660kg
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■「だてのまち」美化サポート事業（アダプトプログラム）

　市民にとって身近な公共空間である道路、公園、河川などに対する環境美化意識の高

揚と、市民と行政が協働してきれいな公共空間を創出することを目的に、平成17年度から

事業を推進しています。  ※登録団体数24団体

　令和４年度は、延べ500回（2,342名）の清掃活動を実施しました。

【担当：環境衛生課】

●空き家対策

■空き家対策補助事業

　市内の空き家の有効活用や解体を促進するため、１年以上空き家となっている家屋の

除去や改修の補助を行っています。

・空き家除却費補助金

　放置された空き家が、倒壊などにより周囲に深刻な影響を及ぼす事態を未然に防ぎ、

安全・安心な住環境の整備のため、空き家の除却に必要な費用の一部を補助してい

ます。

　令和４年度は、７件の申請があり７件(2,500,000円)の補助決定をしました。

・空き家改修等補助金

　空き家の建て替えや改修による住環境の向上を図り、市内中心部への移住定住を

促進するため、空き家の改修などに必要な費用の一部を補助しています。

　令和４年度は、１件の申請があり1件(700,000円)の補助決定をしました。

【担当：都市住宅課】

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標１：生活環境への気付きと調和　Ｂ:生活環境
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●生物多様性に関する意識醸成

■鳥獣保護区の維持

　北海道により「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律」第28条第７項の規定に基

づき鳥獣保護区が設定されています。

・保護区名称　太陽の園鳥獣保護区

・保護区域　　幌美内町37番（太陽の園付近、保護区面積：53.76ha）

・保護期間　　平成23年10月１日から令和13年９月30日まで（20年間）

・指定目的　　この区域は、トドマツ、カラマツ、オウショウアカマツなどの造林地と針広混

　　　 　　　　　交林となっている林相の変化に富む森林のため、フクロウやクマゲラなど

　　　　　 　　　の森林性鳥獣の生息環境として適していることから、昭和４６年に北海道

　　　 　　　　　指定鳥獣保護区に指定されています。

【担当：環境衛生課】

■特定猟具使用禁止区域の維持

　北海道により特定猟具使用禁止区域が次のとおり設定されています。

・保護区名称　長流川特定猟具使用禁止区域

・禁止区域　　長流川河川敷周辺（区域面積：71ha）

・禁止猟具　　銃器

・存続期間　　平成26年10月１日から令和６年９月30日まで（10年間）

・指定目的　　この区域は、飛来するガンガモ類などの見学者が見られるため、銃器を使

　　　 　　　　　用した鳥獣の捕獲等による危険防止及び事故を未然に防ぐため、銃器を

　　　　　  　 　対象とした特定猟具使用禁止区域に指定されています。

【担当：環境衛生課】

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標２：自然環境への理解と共生　C:生物多様性

施策方針C-１　自然環境への関心を深め生態系・生物多様性の保全に努めよう
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■小中学校における環境教育活動

　市内の小中学校においては、各教科・道徳・特別活動・総合的な学習の時間において、

環境に対して興味・関心を持ち、環境保全に主体的に取り組む態度の育成を図っていま

す。

　令和４年度の各学校の活動状況は次のとおりです。

【担当：指導室】

●環境緑地の維持と良好な自然景観地の保護

■自然公園の保全

  伊達市内にある自然公園について、良好な自然景観地を保護するため危険木の伐採、

剪定、工作物の修繕等、施設の保全を行いました。

・伊達市内の自然公園

【担当：上下水道課】

■自然景観地の保護

  北黄金貝塚とその周辺を特定景観区域、その他の市全域を一般景観区域とする伊達市

景観計画を策定し、市内全域の良好な景観等の保全と形成を推進しています。

【担当：都市住宅課】

長和小学校

学校名

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標２：自然環境への理解と共生　C:生物多様性

活動内容等

校区内の清掃活動、教材園での栽培活動　等

有珠山ジオパークの見学、SDGs出前授業　等

伊達小学校

伊達西小学校

教材園や学校花壇の整備、校内の清掃活動　等

4.7 遊歩道・休憩施設

遊歩道・休憩施設・トイレ・水飲み場

1.86

長流川大滝散策路 1.2 遊歩道・休憩施設・自然観察台・広場・足湯

公園名 面積（ha） 主な施設

善光寺自然公園 10.03

遊歩道・休憩施設・トイレ牛舎川公園

水車・アヤメ川自然公園

環境教育活動の推進、リングプル回収運動　等

環境学習活動、学校農園での栽培活動　等

学校周辺の清掃活動　等

身近な環境についての学習、学校農園での栽培活動　等

地域の自然さがし、動植物にふれる活動　等

西胆振地域の自然・自然保護活動の写真展示、インクカートリッジ等回収活動　等

関内小学校

東小学校

大滝徳舜瞥学校

伊達中学校

光陵中学校

星の丘小・中学校
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■環境緑地保護地区等の保全

　北海道では、良好な自然環境を形成しその保全を図る必要がある地域を「環境緑地保

護地区」及び「自然景観保護地区」に、樹木を「記念保護樹木」に指定しています。

　伊達市においては、北海道と連携して指定された地区及び樹木の保護のため、工事等

による届出に対しての指導などを行っています。

　令和４年度現在の環境緑地保護地区等の指定状況は次のとおりです。

・環境緑地保護地区

・自然景観保護地区

・記念保護樹木

【担当：環境衛生課】

鸞州上人に由来する樹木石割桜
エゾヤマ
サクラ

有珠町124
（善光寺）

寺島の銀杏 イチョウ 末永町7

三本杉 スギ
有珠町124
（善光寺）

伊達市開拓記念木

伊達市開拓記念木

伊達市開拓記念木

善光寺の歴史を示す樹木

伊達の楡（にれ） ハルニレ 舟岡町143

西南の役従軍記念碑

善光寺の歴史を示す樹木

「百叩きの樹」として親しまれている樹木

北稀府の赤松 アカマツ 北稀府町144

善光寺の銀杏 イチョウ
有珠町124
（善光寺）

弄月のサイカチ サイカチ 弄月町191

松ヶ枝のサイカチ サイカチ 松ヶ枝町95

末永の檜 ヒノキ 末永町228

伊達市室蘭事業区188林班他 290.71ha

名称 樹種 位置

稀府岳

由緒・由来

伊達市開拓記念木

伊達市開拓記念木

特徴

カシワ、シラカバ、シナノキ等の樹林地

名称

清住の赤松 アカマツ 清住町127-1

稀府岳周辺の広葉樹天然林の 景観

長和 長和町739-2他 11.16ha

位置 面積

伊達市
開拓記念館

梅本町61-2 2.78ha

気仙川 南黄金町196-1他 15.35ha

南黄金 南黄金町121他 9.32ha カシワ、シラカバ、シナノキ等の樹林地

有珠 有珠町37他 1.35ha 社寺境内のミズナラ、イタヤ等の樹林地

ミズナラ、イタヤ、シナノキ等の樹林地

シナノキ、ハルニレ等の樹林地

アカマツ大径木等の樹林地

カシワ、シラカバ、シナノキ等の樹林地

名称 位置 面積

善光寺 有珠町124の一部他 14.77ha

紋別川 乾町6他 4.50ha

北黄金 北黄金町49-309他 9.49ha

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標２：自然環境への理解と共生　C:生物多様性

特徴

ミズナラ、シラカバ、シナノキ等の樹林地

トドマツ等の樹林地松ヶ枝 松ヶ枝町110-3他 1.38ha
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●ヒグマ等による人身被害防止

■ヒグマ出没時の対応

　ヒグマの出没による人身被害等を防ぐため、出没が確認された際には、付近住民や関

係機関への周知や注意喚起のための看板設置、ホームページ・ＳＮＳでの周知を行って

います。

　また、地元猟友会の協力を得て、出没地点付近のパトロールを行い、人身被害等の防

止に努めています。

　令和４年度は、ヒグマによる人的被害はありませんでした。

【担当：環境衛生課・地域振興課】

●エゾシカやアライグマ等による農作物被害防止、駆除

■有害鳥獣の駆除

　農作物への被害を防ぐため、地元猟友会等と連携してエゾシカやアライグマ等の有害

鳥獣の駆除を行っています。

・有害鳥獣の駆除の推移

※その他：カラス・キツネ・ヒグマ・タヌキ・キジバト・ユキウサギ・アオサギ・テン

・農業被害額の推移

【担当：環境衛生課】

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標２：自然環境への理解と共生　C:生物多様性

施策方針C-2　有害鳥獣による人的・農林水産業への被害防止に努めよう

811 793

1,156

1,420 1,464

303 302 372 405 465451
347 281 320 328

0

500

1,000

1,500

2,000

H30 R1 R2 R3 R4

駆
除
頭
数(
匹)

エゾシカ アライグマ その他

16,735 57,153 39,143 45,564 32,899

40.37

23.71 24.21

43.5

29.12

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

0

10

20

30

40

50

H30 R1 R2 R3 R4

被
害
額(

千
円
）

被
害
面
積(  )

被害額（千円） 被害面積（ha）

ha

37



■エゾシカ等の侵入防止柵の設置

　農林水産省が行っている、農業被害の低減や収穫量の安定を図るための「鳥獣被害防

止総合対策交付金」を活用して、エゾシカ等の有害鳥獣が畑等へ侵入するのを防ぐため

のネット柵の設置を行っています。

　令和４年度は、市内８個所、延長6,350ｍ設置しました。

これまでに、市内61箇所、総延長55,050ｍに設置しています。

【担当：環境衛生課】

■ライトセンサス調査

　エゾシカ等による農業被害の防止及び駆除のため、エゾシカ等の生息動向の把握を目

的として北海道等の関係機関と連携してライトセンサス調査を行っています。

　令和４年度は、伊達地域２箇所、大滝区１箇所でライトセンサス調査を行いました。

【担当：環境衛生課】

■狩猟（わな）免許講習会の支援

　エゾシカやアライグマ等の野生鳥獣による農業被害の防止のため、営農者の狩猟（わ

な）免許予備講習会の受講費を負担することで、狩猟（わな）免許取得の支援を行ってい

ます。

【担当：環境衛生課】

■わなの貸出

　わなによる捕獲・駆除の費用負担を軽減するため、狩猟（わな）免許保有者に対してわ

なの貸し出しを行っています。

　令和４年度は、箱わな35個、くくりわな70個を購入し、貸し出しました。

【担当：環境衛生課】

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標２：自然環境への理解と共生　C:生物多様性
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●森林の保全

■森林育成事業

　市が保有する普通林の育成事業を実施しました。

・除間伐事業

　植林した人工林の成長過程において行う採光等のための雑木等の除伐及び間伐

（間引き）を実施しました。

・下刈事業

　植林した樹木は、最初の10年ほどは成長が遅いことから、採光のための雑草や笹な

どの刈り取りを実施しました。

・野ネズミ駆除事業

　樹木に食害をもたらす野ネズミ（主にエゾヤチネズミ）の駆除のため、ヘリコプターに

よる殺鼠剤空中散布を行っています。

　令和４年度は、大滝区において58.18ha空中散布を実施しました。

【担当：水産林務課】

・火災予防の啓発

　火災予防の啓発の取り組みとして、４月から５月までの林野火災予防強調期間に合

わせて、林野火災への予防意識の高揚を図るため注意喚起のポスターの掲示を実施

しました。

●記念樹木、保護樹木の維持管理

■記念樹木の維持管理

　市の記念物に指定されている記念樹木の「樹木カルテ」を作成し、樹木医立ち会いのも

と定期的に枝の剪定等を実施するなど、適切な維持管理・保護活動を行っています。

　令和４年度は、以下の記念樹木の保護活動を行いました。

・市指定記念物「イチョウ」（末永町）の剪定作業

【担当：生涯学習課】

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標２：自然環境への理解と共生　D:自然環境

施策方針D-１　森林保全により良好な自然との共生を保ち四季を楽しもう

18,453

2,300

11,351

伊達市の森林面積(ha)

国有林 市有林 一般民有林

39



●河川環境の保全

■河川の維持管理

　自然環境の保全や災害の予防、害虫対策、美岸整備を目的として、伊達市が管理する

河川の土砂撤去、草刈、ごみ拾い等を実施しました。

・令和４年度　河川管理状況

【担当：建設課】

●海浜環境の保全

■海岸清掃への活動支援

　「だてのまち美化サポート」の登録団体や市民有志による、海岸でのごみ拾い等に対し

て、拾い集めたごみの回収や、ボランティア用ごみ袋の支給等の活動支援を行いました。

【担当：環境衛生課】

■北海道海岸漂着物等地域対策推進事業

　北海道の補助金を活用して、海岸漂着物等の回収・処理を実施しています。

　令和４年度は、向有珠地区の海岸で流木や海藻、ごみ等の漂着物の除去作業及び

市内建設海岸のごみ等の漂着物の除去作業を実施しました。

・令和４年度　実施状況

【担当：環境衛生課】

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標２：自然環境への理解と共生　D:自然環境

施策方針D-2　河川・海浜環境保全を通じ自然と生活のつながりを確かめよう

活動内容

河川の草刈

河川名

谷藤川ほか６河川

事業費

8,151千円

志門気川ほか３河川 河川の土砂撤去 36,938千円

海岸の名称 活動内容

有珠海水浴場
市内建設海岸

　流木、プラスチック、海藻、ご
み等の回収及び処理

事業費

2,226千円
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●ＣＯ2排出削減推進と普及啓発

■二酸化炭素排出量削減への取り組み

　市内の各公共施設では、木質ペレットを燃料とする暖房機器や太陽光発電設備による

再生可能エネルギーの活用、公用車にハイブリットカーや燃料電池車を導入するなど、

二酸化炭素排出削減の取り組みを実施しています。

・木質ペレットの使用による二酸化炭素排出削減実績一覧（市内各公共施設）

【担当：環境衛生課】

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標３：地球環境への配慮と行動　E:地球温暖化（低炭素社会の構築）

施策方針E-1　二酸化炭素排出を低減する行動で地球温暖化の緩和に努めよう

市役所
本庁舎
第2庁舎

施設名

0 kg-CO2/kg

他の燃料換算

105,500kg

132,291 kg-CO2/ℓ

CO2排出量
前年度比

CO2削減量
（％）

R04
CO2削減量
（kg-CO2）

他の燃料による
CO2排出係数

48,816 ℓ相当

53,292 kg-CO2/ℓ

454,559

（重油）

42,500kg

（重油）

2.71 kg-CO2/ℓ

2.71 kg-CO2/ℓ

468,353 kg-CO2/ℓ

0 kg-CO2/kg

ペレット使用量
ペレットの

CO2排出係数

172,824 ℓ相当

373,500kg

（重油）

19,665 ℓ相当

2.71 kg-CO2/ℓ

200.00%
2.49 kg-CO2/ℓ 244 kg-CO2/ℓ

244

33,000kg

200kg

16,186 ℓ相当

（灯油）

0 kg-CO2/kg

122

37,860

83.73%

88.54%

103.03%

106.45%

132,291

53,292

40,303くるみ保育所

98 ℓ相当

（灯油）

0 kg-CO2/kg 0 kg-CO2/kg

2.49 kg-CO2/ℓ 40,303 kg-CO2/ℓ

710,728 694,483合　計

R03
CO2削減量
（kg-CO2）

大滝
総合支所

伊達市
総合体育館

0 kg-CO2/kg

0 kg-CO2/kg

60,189

157,998

468,353

0 kg-CO2/kg

0 kg-CO2/kg

駅前団地
1号棟

0 kg-CO2/kg

487 

735 706 686 656 642 
596 616 568 555 

606 

916 880 855 817 800 
742 768 

711 694 
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ル

公共施設での木質ペレット使用量

市本庁舎・第2庁舎 大滝総合支所 総合体育館

達南中学校 旭町児童館 くるみ保育所

駅前団地1号棟 やまびこ児童クラブ 就農支援研修センター

CO2削減効果量

(t)
(t-CO2)
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・太陽光発電設備の使用による二酸化炭素排出削減実績一覧

　※機器の故障により、伊達中学校の令和4年4月～11月の発電量は不明

【担当：環境衛生課】

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標３：地球環境への配慮と行動　E:地球温暖化（低炭素社会の構築）

116 kg-CO2/kWh

1,126 kg-CO2/kWh

(29.69%)

-1,207

(45.56%)

-4,900239

2,588kWh伊達中学校

観光物産館 5,305kWh
0.045

0.435

0.045
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■環境家計簿

　環境家計簿は、二酸化炭素排出量を１年目は数値で認識し、２年目以降は前年と比較

して排出量の削減方法を工夫する機会になるものとして、環境意識の啓発効果が期待さ

れています。

令和４年度においても引き続きホームページなどで啓発を行っています。

【担当：環境衛生課】

■こどもエコ川柳

　こどもエコ川柳は、親子間のふれあいの中で環境(エコ)に関する川柳を詠む(考える)こと

で子供たちを介し大人への環境に対する意識啓発を図る効果も高いことから、平成２３年

度より冬休み期間中の市内小学生を対象に「こどもエコ川柳」を募集しています。

　令和４年度は、市内７小学校、児童４１０人から４１０句の応募があり、全ての作品をホー

ムページに掲載しました。

【担当：環境衛生課】

■「COOL CHOICE」に関する情報発信（施策方針F-1にも該当）

　「COOL CHOICE」とは、地球温暖化の原因とな

る温室効果ガスの排出量を削減するために、日常

の中でエコに関して「賢い選択」をしていこうという

取り組みのことです。

　伊達市では、広報紙やコミュニティラジオなど

で、エコに関して「賢い選択」をしていくように

呼び掛けています。

【担当：環境衛生課】

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標３：地球環境への配慮と行動　E:地球温暖化（低炭素社会の構築）
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●地産地消による地域内資源循環

■木質ペレット（木質バイオマス燃料）事業

　大滝区にある木質ペレットのプラント施設では、原料を大滝区での森林整備による間伐

材等の原木材を使用することで、地域内での地産地消と輸送面での二酸化炭素排出量

の削減を図っています。

【担当：水産林務課】

■伊達市中小企業振興条例第９条に基づく助成金

　伊達産イチゴ「すずあかね」を使った、長期保存可能な加工用素材ご当地お菓子の新

規開発事業として、規格外のイチゴを幅広く有効活用するために食品加工会社に自主

企画商品として製造・販売するプロジェクトを促進しています。

　ご当地お菓子の新規開発により、伊達産イチゴの魅力をアピールするとともに、地域経

済の活性化及び地産地消に繋がり、資源の循環や化石燃料の消費抑制に寄与していま

す。

【担当：商工観光課】

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標３：地球環境への配慮と行動　E:地球温暖化（低炭素社会の構築）

1,320 

1,503 
1,430 

1,110 1,084 1,105 1,091 
913 778 

1,073 
1,305 

1,522 

1,324 
1,173 

1,092 
1,006 955 993 979 

920 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

木質ペレットプラント稼働状況

製造量 出荷量

(t)(t)

44



■堆肥センター、有機物再資源化センター事業

　家庭からの生ごみ、公園等から発生する生草や一般的に産業廃棄物として処理される

家畜ふん尿、水産系雑物等を堆肥の原料として受け入れ、有機物資源の有効活用を図

ることにより、良好な土壌の保全やクリーン農業の推進を行っています。

【担当：農務課・地域振興課】

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標３：地球環境への配慮と行動　E:地球温暖化（低炭素社会の構築）
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●気候変動対策気象災害時（集中豪雨等）行動や猛暑時等の健康管理の啓発

■防災対策（室蘭地方気象台との連携等）

　室蘭地方気象台と連携して、気象情報や災害情報の発信、災害時の行動についての

啓発などを行っています。

・気象警報・注意報、気象及び海象状況・予報に関する情報提供

　伊達市の気象警報・注意報、気象及び海象状況・予報に関する情報提供を受け、早

期の防災対策に役立てています。

・台風・気象警報発令時等の説明会への出席

　台風の接近や気象警報の発令が予想される際には、室蘭地方気象台より想定される

台風の進路や気象状況についての情報提供を受けることで、早期の災害対応に役立

てています。

【担当課：危機管理室】

■熱中症対策（予防などの周知・啓発）

　健康教育講座や広報、ホームページなどで、熱中症の予防や処置方法などについて、

周知・啓発を行っています。

　令和４年度の周知・啓発は以下のとおりです。

・市ホームページへの掲載「熱中症に注意しましょう」 通年

【担当課：健康推進課】

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標３：地球環境への配慮と行動　E:地球温暖化（低炭素社会の構築）

施策方針E-2　気候変動の影響に対応した行動で地球温暖化への適応に努めよう
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●省エネルギー推進と普及啓発

■庁内電気機器の節電（昼休憩時などの消灯、帰宅時の機器などの主電源オフ）

　電気使用量の監視装置を本庁舎に設置して、電気使用量を管理しています。

　また、昼休憩中の照明器具の消灯や退勤時にパソコンやプリンターの主電源をオフに

するなど、日常的に節電を行っています。

【担当：総務課】

■クールビズ・ウォームビズ期間中の服装の奨励

　クールビズ推奨期間として、例年６月初～９月末までの夏季期間における執務の機能的

・効率的遂行を図ることを目的に軽装での執務を推奨しています。

　原則として、市民や来庁者へ不快感を与えないこと、市議会への出席はノーネクタイで

良いが上着の着用は必要なこととしています。

　また、令和４年12月よりウォームビズ推奨期間を設け、全庁的に実施する節電の取り組

みとして、冬場の暖房温度を低く設定ししたことから、体感温度を上げるための重ね着や

ひざ掛けの利用を推奨しています。

　男性についてはノーネクタイでの勤務も可としたが、清潔感のある、TPOを意識した服装を

心がけること、市議会への出席はネクタイが必要なこととしています。

【担当：職員法制課】

■低炭素建築物の普及促進

　「都市の低炭素化の促進に関する法律」に基づき創設された低炭素建築物認定制度の

関連パンフレットの配布や窓口対応等を通じて、市民の低炭素建築物に対する理解を深

め、普及に努めています。

【担当：都市住宅課】

■「COOL CHOICE」に関する情報発信（施策方針E-1にも該当）

　取組内容は、施策方針Ｅ－１に記載しています。

【担当：環境衛生課】

●公共施設等における省エネルギー設備の検討（導入）

■庁舎内照明のＬＥＤ化

　庁舎内照明器具をＬＥＤ化することによって省電力及び省エネルギー化を図りました。

【担当：総務課】

■防犯灯のＬＥＤ化

　防犯灯のＬＥＤ化により電気料金の節約、省エネルギー化の効果が期待されることから、

自治会で管理する防犯灯の新設・修繕・移設・撤去について、対象をＬＥＤ灯に限定して

工事費用の一部を補助しています。

　また、防犯灯の電気料金について、毎年４月から９月の６ヵ月分の電気料について補助

金を交付しています。

　令和４年度は、防犯灯の修繕6灯を行い、合計79,900円の補助を行いました。

【担当：総務課】

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標３：地球環境への配慮と行動　F:エネルギー

施策方針F-1　エネルギーの使い方を見直して限りある資源を大切にしよう
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●公共施設等における再生可能エネルギー設備の検討（導入）

■公共施設での木質バイオマスエネルギーの活用

　木質ペレットを有効活用するため、公共施設に木質ペレットを燃料とする暖房器具（ボ

イラー、ストーブ）の導入を進めており、市内11箇所の施設に設置されています。

【担当：各公共施設所管課・環境衛生課】

■J-クレジット制度によるCO2削減の認証

　公益社団法人北海道環境財団とＪ－クレジット制度認証に係る覚書を締結し、市内の公

共施設の温室効果ガスの削減効果がある設備（ペレットボイラー）設置について、令和３

年度末までに634t-CO2の認証を受けています。

　なお、令和４年度は、634t-CO2のうち、421t-CO2の取引がありました。

【担当：環境衛生課】

■公共施設での太陽光発電の活用

　公共施設へ太陽光発電設備の導入を行っております。

　令和４年度までに設置されている公共施設は次の７ヶ所です。

・黄金地区コミュニティセンター （設置年度：平成15年度）

・長和地区コミュニティセンター （設置年度：平成18年度）

・伊達市立伊達中学校 （設置年度：平成22年度）

・伊達市立伊達西小学校 （設置年度：平成22年度）

・伊達市立長和小学校 （設置年度：平成22年度）

・伊達市観光物産館 （設置年度：平成23年度）

・伊達市総合体育館 （設置年度：平成24年度）

【担当：各施設所管課】

●再生可能エネルギーに関する調査研究、啓発

■伊達市次世代エネルギーパーク

　平成２４年１月２４日、伊達市は経済産業省資源エネルギー庁から「伊達市次世代エネ

ルギーパーク」に認定されました。

　「地球環境にやさしいまち」伊達市として、パンフレットやホームページなどで広く情報発

信し、新エネルギーへの理解増進を図っています。

【担当：商工観光課、環境衛生課】

第３章　環境の状況と施策の実施状況

基本目標３：地球環境への配慮と行動　F:エネルギー

施策方針F-2　エネルギー問題を学習して再生可能エネルギーの理解を深めよう
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施策方針Ａ―１３Ｒ推進で資源の節約と持続可能な社会を構築しよう

施策方針Ａ―２ごみの適正処理で住み良いまちづくりに努めよう

令和２年度

下水道汚泥の再利用（セメント原料化） 上下水道課 定量 原料化量 1,595ｔ 1,546ｔ ○

継続 ○ 継続

○○ 4件 ○ 1件 ○ 2件取
組

不法投棄防止対策 環境衛生課 定量 通報件数 15件

環境パトロールの実施 環境衛生課 定性 取組状況 実施

事業所協力による車両用ボディパネルの装着 環境衛生課 定性 取組状況 実施

○ 継続 ○ 継続 ○

○ 継続 ○継続 ○ 継続 ○ 継続

ごみ焼きに関する訪問指導 環境衛生課 定量 指導件数 2件 2件

○ 6件 ○8件 ○ 10件 ○ 8件

評
価(2018年度) (2019年度) (2020年度) (2021年度) (2022年度) (2023年度)

評
価

令和８年度 評
価

令和９年度 評
価

令和10年度

(2026年度) (2027年度) (2028年度)

評
価

令和５年度 評
価

令和６年度 評
価

令和７年度

(2024年度) (2025年度)

評
価

令和２年度 評
価

令和３年度 評
価

定性 取組状況 継続 ○ 継続

令和４年度【行動目標】廃棄物の不適正処理や不法投棄防止に努めます。 担当課等 評価方法 評価方法 平成30年度 令和元年度

●野焼き、不法投棄の防止

○ 継続 ○

○ 継続 ○ 継続 ○実施

評
価(2026年度) (2027年度) (2028年度)

令和５年度 評
価

令和６年度 評
価

令和７年度 評
価(2023年度) (2024年度) (2025年度)

令和８年度

○

○

取
組

家庭ごみの「分け方」と「出し方」パンフレット・ごみ収集カレンダーの配布及びごみの排出マナーの徹底 環境衛生課 定性 取組状況 実施

(2018年度) (2019年度) (2020年度)

評
価

令和９年度 評
価

令和10年度
【行動目標】廃棄物の不適正排出抑制のため、正しい分別や出し方について啓発を行います。

担当課等 評価方法 評価方法 平成30年度 令和元年度

継続 ○

評
価

継続 ○ 継続 ○

ごみ出しルールに関する情報発信、周知 環境衛生課

●ごみの分別や出し方ルールの啓発

評
価

令和３年度 評
価

令和４年度 評
価(2021年度) (2022年度)

継続

継続

不適正排出者に対する訪問指導やごみステーションへの注意喚起物の掲示 環境衛生課 定性 取組状況 実施 継続

○ 継続

1,465ｔ ○ 1,256ｔ ○ 963ｔ ○

352ｔ ○277ｔ ○ 51ｔ ○ 62ｔ ○下水道汚泥の再利用（農地還元堆肥化） 上下水道課 定量 堆肥化量 359ｔ

1,594ｔ ○ 2,670ｔ ○ 644ｔ ○公共工事時の再生アスファルト合材等の使用 建設課 定量 使用量 1,081ｔ 973ｔ ○

326㎥ ○1,525㎥ ○ 682㎥ ○ 857㎥ ○建設課 定量 使用量 1,100㎥

108.2ｔ ○ 117.7ｔ ○ 108.2ｔ ○

取
組

農業用廃プラスチックの回収 農務課 定量 回収量 102.1ｔ 102.0ｔ ○

令和10年度 評
価(2018年度) (2019年度) (2020年度) (2021年度) (2022年度)

令和７年度 評
価

令和８年度 評
価

令和９年度 評
価(2025年度) (2026年度) (2027年度)

令和４年度 評
価

令和５年度

公共工事時の再生骨材コンクリートの使用

令和元年度【行動目標】産業廃棄物の再資源化や資源の有効活用に努めます。 担当課等 評価方法 評価方法 平成30年度

●産業廃棄物等のリサイクル、有効活用

継続 ○ 継続 ○ 継続 ○

評
価

令和２年度 評
価

令和３年度 評
価 (2028年度)

継続 ○ 継続 ○ 継続 ○

３Ｒに関する情報発信、周知 環境衛生課 定性 取組状況 実施 継続 ○

77団体 ○

成立27件 ○

紙類回収庫の設置 環境衛生課 定量 回収量 561,946kg 574,487kg ○ 575,779kg

85団体

市職員向けペットボトル再生品による物資の調達 職員法制課 定性 取組状況 実施 継続 ○

成立29件 ○ 登録57件 成立23件

実施団体数

○ 18,550kg ○ 11,900kg ○ 18,793kg

不用品ダイヤル市の実施 市民課 定量 譲ります件数 登録33件

○ 591,763kg ○ 568,141kg ○

登録32件 成立15件 ○ 登録42件

16,977kg

○

× 未開催 ×

○

資源リサイクルの推進 環境衛生課 定量 回収量 386kg 376ｔ ○ 370kg

○○ 880g ○ 880g ○ 898g

評
価(2018年度) (2019年度)

評
価

令和６年度 評
価

令和７年度 評
価

令和８年度

(2024年度) (2025年度) (2026年度)

評
価

令和３年度 評
価

令和元年度 評
価

令和２年度

(2020年度) (2028年度)

評
価

令和10年度平成30年度 評
価

令和５年度

(2021年度) (2022年度) (2023年度)

環境衛生課 定量 排出量 897g 881g

2回開催 ○ 未開催 × 未開催環境衛生課 定性 開催状況 1回開催

○ 381kg ○ 368kg

生活環境への気付きと調和基本目標１

Ａ
資
源
循
環
（
持
続
可
能
な
社
会
の
構
築
）

●３Ｒの推進と普及啓発

【行動目標】ごみの発生抑制（リデュース）、製品の再使用（リユース）、資源の再利用（リサイク
ル）の推進や必要な支援などに努めます。

担当課等 評価方法 令和４年度

取
組

家庭ごみの排出状況

85団体 ○ 81団体 ○ 77団体 ○自治会等団体による紙類等の集団回収への支援 環境衛生課 定量

家庭用使用済み小型家電の回収

○ 登録57件成立21件

評価方法

環境衛生課 定量 回収量 17,280kg

あおぞらフリーマーケット

(2027年度)

評
価

令和９年度

評
価

令和６年度 評
価(2023年度) (2024年度)
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施策方針Ｂ―１典型７公害等の対策により環境負荷の低減に努めよう

施策方針Ｂ―２地域パートナーシップでまちの美化・景観保全に努めよう

 　旧伊達邸庭園内における歴史・自然景観の維持・公開 生涯学習課 定性 取組状況 実施 継続 ○ 継続 ○ 継続 ○ 継続 ○

○ 春5,890kg 秋3,140kg ○ 春4,770kg

評
価

○「市民総ぐるみ清掃の日、空き缶ゼロの日」運動（ごみ等回収量） 総務課 定量 回収量 春7,340kg 秋4,710kg 春5,140kg 秋3,140kg ○ -

ペット飼養者へのマナー啓発（野良猫対策を含む） 環境衛生課 定性 取組状況 実施 継続 ○ 継続

補助件数等 106件

秋2,850kg

「市民総ぐるみ清掃の日、空き缶ゼロの日」運動（参加人数） 総務課 定量 参加人数 春3,009人 秋2,160人 春2,866人 秋2,199人 ○ - 秋2,104人 ○ 春2,548人 秋2,184人 ○ 春2,712人 秋2,168人 ○

空き地等の繁茂雑草や枝の張り出し等の処理依頼 環境衛生課 定量 依頼件数 44件 50件 ○ 41件 ○ 44件 ○ 28件 ○

市民活動への支援（道の駅だて歴史の杜ＶＳＰへの支援など） 上下水道課 定性 取組状況 実施 継続 ○ 継続 ○ 継続 ○ 継続 ○

継続 継続 ○ 継続

75人 ○ 71人

合併浄化槽設置整備事業 環境衛生課 定量 補助件数 10件 9件 ○ 7件 ○ 8件 ○ 4件 ○

旧伊達市清掃センターダイオキシン類測定結果 ○ 継続 ○ 継続 ○ 継続

継続 ○ 継続 ○ 継続 ○ 継続 ○

○

精密4件 簡易37件 精密2件 ○

継続 ○ 継続 ○

○

○精密1件 ○ 簡易59件

○

環境衛生課 定性 継続 ○ 継続 ○ 継続 ○大気環境測定 取組状況

○6件 計9,250千円 ○ 4件 計6,000千円空き家対策補助事業（空き家改修等補助金）

16件 計5,655千円 ○ 7件

事業終了 （空き家問題に係る民間事業者との連携・情報共有等所期の目的を概ね達成したことから事業終了）

空き家対策補助事業（空き家除却補助金） 都市住宅課 定量 補助件数等 15件 計4,704千円

空き家バンク「すみか」事業 都市住宅課 定量 相談件数 22件

都市住宅課 定量 補助件数等 2件 計2,750千円

12件 計2,960千円 ○ 10件 計2,377千円 ○

○ 1件 計900千円 ○

取
組

空き家の実態調査や活用意向調査 都市住宅課 定性 取組状況 実施 継続 ○

評
価

令和10年度 評
価(2018年度) (2019年度) (2020年度) (2027年度)

継続 ○ 継続 ○ 継続

【行動目標】関係機関と連携し、空き家問題の解消や定住の促進に努めます。 担当課等 評価方法 評価方法 平成30年度

(2021年度)

評
価

令和７年度 評
価

令和８年度

(2025年度)

●空き家対策

○○

令和元年度 評
価

令和２年度 評
価

令和３年度

(2024年度)

○

(2026年度)

評
価

令和４年度 評
価

令和５年度 評
価

令和６年度

(2022年度) (2023年度) (2028年度)

○延べ325回 1,691人

令和９年度

活動状況 延べ240回

○ 21団体 ○ 24団体 ○だてのまち美化サポート事業（アダプトプログラム）（団体数） 環境衛生課 定量 登録団体数 20団体 20団体 ○ 19団体

だてのまち美化サポート事業（アダプトプログラム）（活動回数） 環境衛生課 定量 延べ319回 1,554人 延べ525回 1,967人 延べ500回 2,342人

○ 72件 計432千円 ○ 75件 計450千円31件 計186千円 ○ 43件 計258千円

○ 継続 ○○

○

取
組

ごみのポイ捨て禁止の啓発（環境美化推進員） 環境衛生課 定性 取組状況 実施

計636千円

761人

○ 継続 ○ 継続

○

秋3,660kg

評
価(2018年度) (2019年度) (2020年度) (2021年度) (2022年度) (2023年度)

評
価

令和８年度 評
価

令和９年度 評
価

令和10年度

(2026年度) (2027年度) (2028年度)

評
価

令和５年度 評
価

令和６年度 評
価

令和７年度

(2024年度) (2025年度)

評
価

令和２年度 評
価

令和３年度 評
価

令和４年度【行動目標】伊達市環境美化条例等に基づき、安全で快適な生活環境の整備に努め、清潔で美しいま
ちづくりを目指します。

担当課等 評価方法 評価方法 平成30年度 令和元年度

●地域環境美化活動の普及、推進

北黄金貝塚の保存と活用（史跡北黄金貝塚公園体験学習者） 生涯学習課 定量 体験学習者数 7,530人 2,484人 ○ 2,653人

○○ 8,663人 ○ 14,303人 ○ 18,983人北黄金貝塚の保存と活用（史跡北黄金貝塚公園来場者） 生涯学習課 定量 来場者数 12,638人 11,358人

○ 4,754人 ○ 2,749人 ○

○ 7件 ○

埋蔵文化財包蔵地の保護（発掘調査／工事立会調査） 生涯学習課 定量 調査件数 発掘1件 立会0件 発掘1件

埋蔵文化財包蔵地の保護（土木工事等事前協議） 生涯学習課 定量 協議件数 3件

立会7件 ○ 発掘1件

取組状況 実施 継続 ○

8件 ○ 13件 ○ 9件

立会3件 ○ 発掘0件 立会2件 ○ 発掘0件

継続 ○継続 ○ 継続 ○ 継続 ○

継続

開発・造成行為時の緑地の確保推進 都市住宅課 定性 取組状況

26団体 ○花の種子配布 総務課 定量 配布数

実施

緑化キャンペーン（緑の募金／緑と花のまつりにおける花壇への植栽など） 上下水道課 定量 募金額 293,398円 266,387円 ○

21団体 ○

76,300円 ○ 237,569円 ○ 219,871円 ○

9団体(個人) ○ 8団体(個人) ○ 10団体(個人) ○

○ 26団体 ○

評
価(2018年度) (2019年度) (2020年度) (2021年度)

評
価

令和７年度 評
価

令和８年度 評
価

令和９年度

(2025年度) (2026年度) (2027年度)

評
価

令和４年度 評
価

浄化槽の法定検査の実施 環境衛生課 定量 取組状況 480件

【行動目標】伊達市都市計画マスタープランに基づく都市景観の形成に努めるとともに、地域開発や建設工事
時の事前協議による遺跡等文化財の保護などに努めます。

担当課等 評価方法 評価方法 平成30年度

(2028年度)

取
組

花だんコンクール 総務課 定量 参加数 12団体(個人) 11団体(個人) ○

評
価

令和10年度

26団体 24団体

●都市景観の保全と緑化活動の普及推進、歴史・文化的資源の保護

令和５年度 評
価

令和６年度

(2022年度) (2023年度) (2024年度)

令和元年度 評
価

令和２年度 評
価

令和３年度

○ 継続 ○

○ 500件 ○

評
価

令和４年度 評
価

継続 ○ 継続 ○ 継続

実施 継続 ○ 継続

○○ 継続 ○ 継続 ○ 継続

水洗便所改造等資金貸付事業（浄化槽設置に対する貸付） 環境衛生課 定性 取組状況

水洗便所改造等資金貸付事業（下水道接続に対する貸付） 上下水道課 定性 取組状況 実施 継続

○ 継続 ○

○ 継続

(2021年度) (2022年度)

評
価

令和９年度 評
価

令和10年度

取
組

公共下水道処理区域内の下水道未接続者への接続普及啓発 上下水道課 定性 取組状況 実施

(2018年度) (2019年度) (2020年度)

令和８年度

462件 ○ 493件 ○ 494件

【行動目標】河川流域の水質汚濁を防止するため、下水道の計画的整備や処理区域内の水洗化促進、
区域外の合併処理浄化槽の設置整備を推進します。

担当課等 評価方法 評価方法 平成30年度 令和元年度

●下水道、浄化槽の整備普及

評
価

評
価(2026年度) (2027年度) (2028年度)

令和５年度 評
価

令和６年度 評
価

令和７年度 評
価(2023年度) (2024年度) (2025年度)

令和２年度 評
価

令和３年度

○ 172件 ○ 149件 ○

○ 451人 ○ 168人 ○ 352人 ○

154件 ○

継続 ○

0件 ○ 6件 ○ 2件 ○

継続取
組

硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素の測定 環境衛生課 定量 検査件数 簡易61件

旧伊達市清掃センター構内及び周縁地の地下水水質検査（水道法に基づく水質基準項目51項目） 環境衛生課 定性 取組状況

エキノコックス症検診の勧奨 健康推進課 定量 検診受診者数 446人 505人

ヒ素の測定 環境衛生課

乳幼児世帯への飲用井戸使用の確認 健康推進課 定量 確認件数 183件

環境衛生課 定性 取組状況 実施 継続

実施

165件

【行動目標】飲用井戸使用者を対象とした水質検査を行うとともに、必要に応じて勧奨や指導を行い
ます。

担当課等 評価方法 評価方法 平成30年度 令和元年度

精密7件 ○ 簡易56件

評
価(2026年度) (2027年度) (2028年度)

令和５年度 評
価

令和６年度令和２年度 評
価

令和３年度 評
価

令和４年度 評
価(2021年度) (2022年度)

定量 検査件数 4件 3件

精密5件簡易56件

(2023年度) (2024年度) (2025年度)

公害に関する苦情対応 環境衛生課 定量 指導件数 12件11件

(2018年度) (2019年度) (2020年度)

令和８年度 評
価

令和９年度評
価

評
価

令和10年度評
価

令和７年度 評
価

継続 ○ 継続 ○ 継続 ○

●地下水測定、利用に関する啓発

13件 ○

公害防止協定に基づく事業所測定 環境衛生課 定性 取組状況 実施 継続 ○

継続 ○継続 ○ 継続 ○ 継続 ○騒音・振動測定 環境衛生課 定性 取組状況 実施

基準超過への改善策に向けた対応

河川水質測定 取組状況 実施 継続 ○

継続 ○

海域水質測定 取組状況 実施

評
価(2018年度) (2019年度) (2020年度)

令和６年度 評
価

令和７年度 評
価

令和８年度 評
価(2024年度) (2025年度) (2026年度)

令和３年度 評
価

令和４年度 評
価

令和５年度 評
価(2021年度) (2022年度) (2023年度)

平成30年度 評
価

【行動目標】環境基本法に定める環境基準の保持や事業所と締結する公害防止協定の遵守に努めま
す。

担当課等 評価方法 評価方法 令和９年度 評
価

令和10年度

実施

継続 ○ 継続 ○ 継続 ○

評
価 (2027年度) (2028年度)

Ｂ
生
活
環
境

●環境測定の実施と環境基準の達成

令和元年度 令和２年度

○

計2,500千円 ○

1件 計700千円

環境美化推進員制度 環境衛生課 定量 委嘱人数 76人 76人

スズメバチ等の巣駆除の受付 環境衛生課 定量

○ 71人 ○ ○

公園の環境整備（点検／花壇づくりなど） 上下水道課 定性

都市景観の保全 都市住宅課 定性 取組状況 - - - 実施 ○ 継続 ○ 継続 ○

○ 継続 ○ 継続 ○

立会4件 ○

定性 取組状況 実施 継続 ○ 継続 ○ 継続 ○ 継続 ○

○ 15件 ○ 11件 ○

環境衛生課 定性

環境衛生課 定性

環境衛生課
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施策方針Ｃ―１自然環境への関心を深め生態系・生物多様性の保全に努めよう

施策方針Ｃ―２有害鳥獣による人的・農林水産業への被害防止に努めよう

施策方針Ｄ―１森林保全により良好な自然との共生を保ち四季を楽しもう

施策方針Ｄ―２河川・海浜環境保全を通じ自然と生活のつながりを確かめよう

定量 駆除頭数 811頭

自然環境への理解と共生

○○ 372頭 ○ 405頭 ○ 465頭

狩猟（わな猟）免許講習会の支援 北海道／環境衛生課 定性 取組状況 実施 継続 ○ 継続 ○ 継続 ○ 継続

303頭 302頭箱わな等による捕獲・駆除（アライグマ） 環境衛生課 定量 駆除頭数

793頭 ○ 1,156頭 ○ 1,420頭

0件 ○ 0件 ○ 0件 ○

○

令和５年度

評
価

令和10年度

評
価

環境緑地保護地区（自然景観保護地区）の保全 環境衛生課 定性 取組状況 実施 継続 ○ 継続 ○ 継続 ○ 継続 ○

(2027年度) (2028年度)(2024年度) (2025年度) (2026年度)

評
価

令和３年度 評
価

令和４年度 評
価(2021年度) (2022年度) (2023年度)

評価方法 平成30年度 令和元年度

未実施 ○未実施 × 未実施 × 未実施 ×海洋汚染（マイクロプラスチック）に関する情報発信、周知 環境衛生課 定性 取組状況 未実施

継続 ○ 継続 ○ 継続 ○

(2028年度)

取
組

清掃美化活動や支援 各海岸担当課／環境衛生課 定性 取組状況 実施 継続 ○

評
価

令和10年度 評
価(2018年度) (2019年度) (2020年度) (2021年度)

評
価

令和７年度 評
価

令和８年度 評
価

令和９年度

(2025年度) (2026年度) (2027年度)

評
価

令和４年度 評
価

令和５年度 評
価

令和６年度

(2022年度) (2023年度) (2024年度)

令和元年度 評
価

令和２年度 評
価

令和３年度【行動目標】市民や事業者と協力し、良好な海浜環境の保持に努めます。 担当課等 評価方法 評価方法 平成30年度

●海浜環境の保全

○○ 継続 ○ 継続草刈清掃や清掃美化活動、その他支援 建設課 定性 取組状況 実施 継続

× 未実施 ×未実施 × 未実施 × 未実施取
組

治水整備における最適な工法の検討、回遊魚遡上の配慮 建設課 定性 取組状況 未実施

(2018年度) (2019年度) (2020年度)

令和８年度 評
価

令和９年度 評
価

令和10年度

○ 継続

継続

評
価(2026年度) (2027年度) (2028年度)

令和５年度 評
価

令和６年度 評
価

令和７年度 評
価(2023年度) (2024年度) (2025年度)

令和２年度 評
価

令和３年度 評
価

令和４年度 評
価(2021年度) (2022年度)

継続 ○ 継続 ○ 継続 ○落葉清掃、その他清掃美化活動、支援 生涯学習課 定性 取組状況 実施

【行動目標】市民や事業者と協力し、良好な河川環境の保持に努めます。 担当課等 評価方法 評価方法 平成30年度 令和元年度 評
価

●河川環境の保全

継続 ○ 継続 ○ 継続 ○

○

取
組

樹木医立会いによる枝の剪定作業 生涯学習課 定性 取組状況 実施 継続 ○

令和10年度 評
価(2018年度) (2019年度) (2020年度) (2021年度) (2022年度)

令和７年度 評
価

令和８年度 評
価

令和９年度 評
価(2025年度) (2026年度) (2027年度)

令和４年度 評
価

令和５年度 評
価

令和６年度 評
価(2023年度) (2024年度)

令和元年度 評
価

令和２年度 評
価

令和３年度 評
価

【行動目標】市民や北海道と協力し、樹木や周辺環境の保全に努めます。 担当課等 評価方法 評価方法 平成30年度

●記念樹木、保護樹木の維持管理

(2028年度)

継続 ○ 継続 ○ 継続 ○

83.32ha 58.18ha ○○ 47.33ha ○森林育成事業（野ネズミ等鳥獣等による食害の防止） 水産林務課 定量 殺鼠剤散布状況

継続 ○ 継続 ○ 継続 ○

病害虫の防除、火災予防の啓発、その他支援 水産林務課 定性 取組状況 実施 継続 ○

取
組

森林育成事業（除間伐・下刈事業） 水産林務課 定性 取組状況 実施 継続 ○

令和10年度 評
価(2018年度) (2019年度) (2020年度) (2021年度) (2022年度)

令和７年度 評
価

令和８年度 評
価

令和９年度 評
価(2025年度) (2026年度) (2027年度)

令和４年度 評
価

令和５年度令和３年度 評
価

【行動目標】伊達市森林整備計画に基づき、水源涵養機能の維持や森林整備・育成などに努めます。
担当課等 評価方法 評価方法 平成30年度

(2028年度)

評
価

令和６年度 評
価(2023年度) (2024年度)

令和元年度 評
価

81.62ha ○ 59.34ha

Ｄ
自
然
環
境

●森林環境の保全

○ 継続 ○継続 継続○ 継続 ○

令和２年度 評
価

わなの貸出 北海道／環境衛生課 定性 取組状況 実施

○ 継続 ○ 継続 ○継続エゾシカライトセンサス調査 北海道／環境衛生課 定性

○

箱わな等による捕獲・駆除（エゾシカ） 環境衛生課

(2028年度)

取
組

評
価

令和10年度【行動目標】関係機関と連携し、農作物などの食害の低減に努めます。 評価方法 評価方法 平成30年度

取組状況 実施 継続 ○

○ 1,464頭

○○ ○エゾシカ侵入防止柵の設置（鳥獣被害防止対策事業） 環境衛生課 定性 取組状況 ○

(2018年度) (2019年度) (2020年度) (2021年度) (2022年度)

令和７年度 評
価

令和８年度 評
価

令和９年度 評
価(2025年度) (2026年度) (2027年度)

令和４年度 評
価

令和５年度 評
価

令和６年度 評
価(2023年度) (2024年度)

令和元年度 評
価

令和２年度 評
価

令和３年度

ヒグマ出没時の対応（自治会等への情報提供や関係機関との連携） 環境衛生課／地域振興課 定性 取組状況

担当課等

●エゾシカやアライグマ等による農作物被害防止、駆除

実施

継続 ○ 継続 ○ 継続 ○

取
組

ヒグマによる人的被害 環境衛生課／地域振興課 定量 被害件数 0件 0件 ○

評
価

令和10年度 評
価(2018年度) (2019年度) (2020年度) (2021年度)

評
価

令和７年度 評
価

令和８年度 評
価

令和９年度

痕跡、目撃情報の周知、注意喚起

継続

令和２年度 評
価

令和３年度

環境衛生課／地域振興課 定性 取組状況 実施 継続 ○

○継続 ○ 継続 ○ 継続 ○

【行動目標】ヒグマ等の人的被害の可能性がある有害鳥獣の発見時の対応の迅速化に努め、被害件数
ゼロを目指します。

担当課等 評価方法 評価方法 平成30年度

(2028年度)

●ヒグマ等による人身被害防止

評
価

令和６年度

(2022年度) (2023年度) (2024年度) (2025年度) (2026年度) (2027年度)

評
価

令和４年度 評
価

令和５年度令和元年度 評
価

○○ 継続 ○ 継続 ○ 継続取
組

自然公園の保全 上下水道課 定性 取組状況 実施 継続

評
価

令和９年度 評
価

令和10年度 評
価(2018年度) (2019年度)

評
価

令和６年度 評
価

令和７年度 評
価

令和８年度評
価

令和２年度

(2020年度)

継続 ○ 継続 ○ 継続

●環境緑地の維持と良好な自然景観地の保護

環境衛生課

学校の特色を生かした環境教育の実施（小中学校における環境教育活動） 指導室 定性 取組状況 実施

××取組状況 未実施 未実施 未実施 × 未実施 × 未実施

× 未実施 × 未実施 ×

○ 継続 ○

令和元年度 評
価

令和２年度 評
価 (2027年度) (2028年度)

令和９年度

外来種に関する情報や知見の収集 環境衛生課 定性 取組状況 未実施 未実施 × 未実施

○○ 継続 ○ 継続 ○鳥獣保護区・特定猟具使用禁止区域の維持 環境衛生課 定性 取組状況 実施 継続

生物多様性などに関する情報発信、周知 定性

評
価(2018年度) (2019年度) (2020年度)

令和６年度 評
価

令和７年度 評
価

令和８年度 評
価(2024年度) (2025年度) (2026年度)

令和３年度 評
価

令和４年度 評
価(2021年度) (2022年度) (2023年度)

平成30年度【行動目標】自然環境における生物多様性の持つ役割等について、市民への情報発信により意識の醸
成に努めます。

担当課等 評価方法 評価方法

基本目標２

Ｃ
生
物
多
様
性

●生物多様性に関する意識醸成

【行動目標】北海道や庁内関係部課と連携し、指定区域内の保全に努めます。 担当課等 評価方法

評
価

令和５年度

取
組

継続

実施 継続 継続 継続 継続
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施策方針Ｅ―１二酸化炭素排出を低減する行動で地球温暖化の緩和に努めよう

施策方針Ｅ―２気候変動の影響に対応した行動で地球温暖化への適応に努めよう

施策方針Ｆ―１エネルギーの使い方を見直して限りある資源を大切にしよう

施策方針Ｆ―２エネルギー問題を学習して再生可能エネルギーの理解を深めよう

平成30年度 令和元年度 評
価

地場産食材活用事業（伊達ベジファーストプロジェクト） 商工観光課 定性 取組状況 実施 継続 ○ 事業終了 （市民に対する伊達野菜のＰＲや地元野菜購入意識の醸成等所期の目的を概ね達成したことから事業終了）

【行動目標】地域内生産食材（伊達野菜）や資材（木質ペレット・堆肥の製造）など地域内資源の積極的採用による地産地
消を推進し、輸送面などでのＣＯ２排出削減に配慮します。

担当課等 評価方法 評価方法

伊達市職員元気あっぷデー（徒歩又は自転車通勤の呼びかけ） 職員法制課 定性 取組状況 実施 継続 ○ 事業終了 （職員の徒歩・自転車通勤意識の向上等所期の目的を概ね達成したことから事業終了）

公共施設の二酸化炭素排出量削減への取り組み 環境衛生課 定性 取組状況 実施 継続 ○ 継続 ○ 継続 ○ 継続 ○

○継続 ○ 継続 ○ 継続 ○

(2023年度) (2024年度)

令和元年度 評
価

令和２年度 評
価

令和３年度 評
価

再生可能エネルギーや次世代エネルギーパーク、原子力事業に関する情報発信周知 環境衛生課 定性 取組状況 実施

継続 ○ 継続 ○ 継続 ○

継続

取
組

再生可能エネルギー等に関する情報や知見の収集、普及啓発の検討 商工観光課／環境衛生課 定性 取組状況 実施 継続 ○

評
価

令和10年度 評
価(2018年度) (2019年度) (2020年度) (2021年度)

評
価

令和７年度 評
価

令和８年度 評
価

令和９年度

(2025年度) (2026年度) (2027年度)

評
価

令和４年度 評
価

令和５年度【行動目標】地球温暖化防止に資する再生可能エネルギー等の調査研究や市民、事業者への情報発信
により理解増進に努めます。

担当課等 評価方法 評価方法 平成30年度

●再生可能エネルギーに関する調査研究、啓発

(2028年度)

令和６年度

(2022年度)

○ 継続 ○継続 ○ 継続

○ 継続 ○ 事業終了

○ 継続実施

○ 継続 ○ 継続 ○

地中熱活用ハウスの実証実験 農務課 定性 取組状況 実施 継続

○ 継続 ○継続 ○ 継続 ○ 継続

取
組

再生可能エネルギー等に関する情報や知見の収集 各施設管理課 定性 取組状況 実施

(2018年度) (2019年度) (2020年度)

令和８年度 評
価

令和９年度 評
価

令和10年度

公共施設での木質バイオマスエネルギー（ペレットボイラ―、ストーブ）の活用 各施設管理課 定性 取組状況 実施 継続 ○ 継続

公共施設での太陽光発電の活用 各施設管理課 定性 取組状況

評
価(2026年度) (2027年度) (2028年度)

令和５年度 評
価

令和６年度 評
価

令和７年度 評
価(2023年度) (2024年度) (2025年度)

令和２年度 評
価

令和３年度 評
価

令和４年度 評
価(2021年度) (2022年度)

継続 ○ 継続 ×市庁舎内照明のＬＥＤ化 総務課 定性

【行動目標】市内公共施設等の建築（改修）に際し、再生可能エネルギー設備導入を視野に含めた検
討、導入に努めます。

担当課等 評価方法 評価方法 平成30年度 令和元年度 評
価

取
組

省エネルギー等に関する情報や知見の収集 各施設管理課 定性 取組状況 実施 継続 ○

防犯灯のＬＥＤ化（防犯灯一斉ＬＥＤ化事業） 総務課 定量

6灯 79,900円

●公共施設等における再生可能エネルギー設備の検討（導入）

継続 ○継続 ○取組状況 実施

○

令和元年度 評
価

令和２年度 評
価

令和３年度 評
価 (2028年度)

継続 ○ 継続 ○ 継続 ○

令和10年度【行動目標】市内公共施設等の建築（改修など）に際し、省エネルギー設備導入を視野に含めた検
討、導入に努めます。

担当課等 評価方法 評価方法 平成30年度

●公共施設等における省エネルギー設備の検討（導入）

(2018年度) (2019年度) (2020年度) (2021年度) (2022年度)

令和７年度

(2025年度)

令和４年度 評
価

令和５年度 評
価

継続 ○ 継続 ○ 継続 ○

令和６年度 評
価(2023年度) (2024年度)

評
価

評
価

令和８年度 評
価

令和９年度 評
価(2026年度) (2027年度)

継続 ○継続 ○ 継続 ○ 継続 ○

地球温暖化対策のための国民運動「COOLCHOICE」に関する情報発信、周知 環境衛生課 定性 取組状況 実施 継続 ○

低炭素建築物の普及促進 都市住宅課 定性 取組状況 実施

継続 ○ 継続 ○実施 継続 ○ 継続 ○

継続 ○ 継続 ○ 継続 ○

取
組

庁内電気機器の節電（昼休憩時などの消灯、帰宅時の機器などの主電源オフ） 総務課 定性 取組状況 実施 継続 ○

評
価

令和10年度 評
価(2018年度) (2019年度) (2020年度) (2021年度)

評
価

令和７年度 評
価

令和８年度 評
価

令和９年度

(2025年度) (2026年度) (2027年度)

評
価

令和４年度 評
価 (2023年度) (2024年度)

令和元年度 評
価

令和２年度 評
価

令和３年度【行動目標】地球温暖化防止に資する庁内省エネルギーに向けた行動と市民、事業者への普及啓発に
努めます。

担当課等 評価方法 評価方法 平成30年度

(2028年度)

Ｆ
エ
ネ
ル
ギ
ー

●省エネルギー推進と普及啓発

クールビス・ウォームビズ期間中の服装の奨励（※R3までは、クールビズ期間中の軽装の奨励） 職員法制課 定性 取組状況

令和５年度 評
価

令和６年度

(2022年度)

防犯灯のＬＥＤ化（防犯灯設置費（新設・移設・修繕）補助事業） 総務課 定量 補助件数等 207灯 4,265,839円 4灯 118,420円 ○ 10灯 370,700円 ○ 9灯 553,100円 ○

継続 ○継続 ○ 継続 ○ 継続 ○熱中症対策（予防などの周知・啓発） 健康推進課 定性 取組状況 実施

継続 ○ 継続 ○ 継続 ○

(2028年度)

取
組

防災対策（室蘭地方気象台との連携等） 危機管理室 定性 取組状況 実施 継続 ○

令和10年度 評
価(2018年度) (2019年度) (2020年度) (2021年度) (2022年度)

令和７年度 評
価

令和８年度 評
価

令和９年度 評
価(2025年度) (2026年度) (2027年度)

令和４年度 評
価

令和５年度 評
価

令和６年度 評
価(2023年度) (2024年度)

令和元年度 評
価

令和２年度 評
価

令和３年度 評
価

【行動目標】国、道などをはじめとする関係機関や庁内関係部課との連携を図り、気象災害（集中豪
雨等）対応や猛暑時等の健康管理の啓発に努めます。

担当課等 評価方法 評価方法 平成30年度

●気候変動対策気象災害時（集中豪雨等）行動や猛暑時等の健康管理の啓発

○ 301ｔ ○ 335ｔ ○

○ 2,877ｔ ○ 3,311ｔ ○ 3,806ｔ堆肥センター事業 農務課 定量 堆肥製造量 5,625ｔ 5,965ｔ

○ 920ｔ ○955ｔ ○ 993ｔ ○ 979ｔ

取
組

木質ペレット事業 水産林務課 定量 出荷量 1,006ｔ

(2018年度) (2019年度) (2020年度)

令和８年度 評
価

令和９年度 評
価

令和10年度

有機物再資源化センター事業 地域振興課 定量 堆肥製造量 458ｔ 318ｔ ○ 315ｔ

○

評
価(2026年度) (2027年度) (2028年度)

令和５年度 評
価

令和６年度 評
価

令和７年度 評
価(2023年度) (2024年度) (2025年度)

令和２年度 評
価

令和３年度 評
価

令和４年度 評
価(2021年度) (2022年度)

取
組

地球温暖化対策のための国民運動「COOLCHOICE」に関する情報発信、周知 環境衛生課 定性 取組状況 実施 継続 ○

●地産地消による地域内資源循環

○ 410人 410句679人 680句 ○環境衛生課 定量 応募状況 527人 528句こどもエコ川柳

継続 ○ 継続 ○ 継続 ○

571人 571句 ○○ 419人 419句

継続 ○ 継続 ○ 継続 ○環境家計簿 環境衛生課 定性 取組状況 実施 継続 ○

評
価(2018年度) (2019年度) (2020年度) (2021年度)

評
価

令和７年度 評
価

令和８年度 評
価

令和９年度

(2025年度) (2026年度) (2027年度)

評
価

令和４年度 評
価

令和６年度

(2022年度) (2023年度) (2024年度)

令和元年度 評
価

令和２年度 評
価

令和３年度
【行動目標】庁内ＣＯ２排出削減に向けた行動と市民、事業者への普及啓発に努めます。

担当課等 評価方法 評価方法 平成30年度

(2028年度)

評
価

令和10年度

地球環境への配慮と行動基本目標３

Ｅ
地
球
温
暖
化
（
低
炭
素
社
会
の
構
築
）

●ＣＯ２排出削減推進と普及啓発

令和５年度 評
価

- - - 実施

補助件数等 365灯 9,124,793円 1,303灯 32,825,000円 ○ 事業終了 （平成30年度～令和元年度に「一斉ＬＥＤ化事業」実施に伴い設置に係る補助事業終了）

Ｊ―クレジット認証制度の活用 環境衛生課 定量 取引量 887ｔ 1,020ｔ ○ 695ｔ ○ 406ｔ ○ 421ｔ ○

伊達市中小企業振興条例第９条に基づく助成金 商工観光課 定性 取組状況 ○ 継続 ○ 継続 ○

(令和２年度で実証実験終了）
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1.伊達市環境基本条例 
平成 10 年 12 月 18 日 

条例第 31 号 

 

私たちのまち伊達は、北は徳舜瞥山連山を屏風に、南は内浦湾に面し、北西には噴煙たなび

く有珠山を配し、長流川がまちを南北に貫き清流をたたえています。内浦湾沿いの南の地域は、

東山山麓を水源とする肥沃な大地がつづき、四季を通じて温暖な気候に恵まれ豊かな農作物を

育て、北に位置する大滝区は、豊富な湯量に恵まれた温泉郷を擁し、まちを包む豊かな森林は

多くの生命を育み、雄大な自然は四季折々の厳しくも鮮やかな彩りを見せるなど、私たちの暮

らしに潤いと安らぎを与えています。 

私たちの生活は、生産の向上と便利さの追求の結果飛躍的に豊かになりました。しかし、こ

のことが私たちの身近な環境に様々な影響を及ぼすとともに、地球規模での環境を脅かすもの

になってきました。それは、大量生産、大量消費、大量廃棄がもたらす廃棄物の処理、資源や

エネルギーの大量消費による地球温暖化、都市化の進展に伴う緑の減少、生活排水の処理等々

の問題です。 

私たち人類が生存するための基盤となる環境は、けっして無限ではなく、また、自然の生態

系の微妙な均衡のもとに成り立っています。いまこの環境が、主として私たちの日常生活や通

常の事業活動によって脅かされているのです。 

私たちは、健康で文化的な生活を営むために、良好で快適な環境の恵みを受ける権利を有し

ています。そして、私たちが誇れる、宝ともいうべきこの美しい自然環境をはじめとする限り

ある環境を良好で快適なものとして未来の世代に引き継いでいかなければなりません。 

そのため私たちは、私たちの生活が環境へ影響を与えていることを自覚し、環境が有限であ

ることを認識し、更に歴史的、文化的遺産を通じて、先住民の生活の知恵に学びながら、自然

との共生を基本として、環境への負荷の少ない循環型社会を築いていかなければなりません。 

このような認識のもと、私たちは、互いに協力し合い、学び合い、自ら参加して伊達市の良

好な環境の保全と、快適な環境の維持、創造に積極的に努めることを総意として、ここに伊達

市環境基本条例を制定します。 

 

第 1 章 総則 

(目的) 

第 1 条 この条例は、良好な環境の保全並びに快適な環境の維持及び創造(以下「環境の保全及

び創造」という。)について、市民の権利と義務を宣言し、基本理念を定め、並びに市、

市民及び事業者の責務を明らかにするとともに、環境の保全及び創造に関する施策の

基本となる事項を定めることにより、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ

計画的に推進し、もって現在及び将来の市民の健康で文化的な生活を営むことができ

る良好な環境を確保することを目的とする。 

(定義) 

第 2 条 この条例において「環境への負荷」とは、人の活動により環境に加えられる影響であ

って、環境の保全上の支障の原因となるおそれのあるものをいう。 
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2 この条例において「地球環境保全」とは、人の活動による地球全体の温暖化又はオゾ

ン層の破壊の進行、海洋の汚染、野生生物の種の減少その他の地球の全体又はその広

範な部分の環境に影響を及ぼす事態に係る環境の保全であって、人類の福祉に貢献す

るとともに市民の健康で文化的な生活の確保に寄与するものをいう。 

3 この条例において「公害」とは、環境の保全上の支障のうち、事業活動その他の人の

活動に伴って生ずる相当範囲にわたる大気の汚染、水質の汚濁(水質以外の水の状態又

は水底の底質が悪化することを含む。)、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下(鉱物

の掘採のための土地の掘削によるものを除く。)及び悪臭によって、人の健康又は生活

環境(人の生活に密接な関係のある財産並びに人の生活に密接な関係のある動植物及

びその生育環境を含む。以下同じ。)に係る被害が生ずることをいう。 

(良好で快適な環境の恵みを享受する権利と将来に引き継ぐ義務) 

第 3 条 市民は、健康で文化的な生活を営むため、環境に関する情報を知ること及び施策の策

定等に当たって参加することを通じ、良好で快適な環境の恵みを享受する権利を有す

るとともに、現在と将来の世代が共有する限りある環境を良好で快適なものとして将

来に引き継ぐ義務を有する。 

(基本理念) 

第 4 条 環境の保全及び創造は、人類の存続基盤である限りある環境が、人間の活動による環

境への負荷によって損なわれるおそれが生じてきていることにかんがみ、市民の良好

で快適な環境の恵みを享受する権利の実現と、良好で快適な環境を将来に引き継ぐこ

とを目的に行われなければならない。 

2 環境の保全及び創造は、人と自然との共生を基本として、環境への負荷の少ない持続

的発展が可能な社会の構築に向けて、すべての者の公平な役割分担の下に自主的かつ

積極的な取組によって行われなければならない。 

3 地球環境保全は、地域の環境が地球全体の環境と深く関わっていることにかんがみ、

地域での取組として進められなければならない。 

(市の責務) 

第 5 条 市は、前条に定める基本理念(以下「基本理念」という。)にのっとり、環境の保全及

び創造に関する総合的かつ計画的な施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

(市民の責務) 

第 6 条 市民は、基本理念にのっとり、環境の保全上の支障を防止するため、その日常生活に

伴う環境への負荷の低減に努めなければならない。 

2 前項に定めるもののほか、市民は、環境の保全及び創造に自ら積極的に努めるととも

に、市が実施する環境の保全及び創造に関する施策に協力する責務を有する。 

(事業者の責務) 

第 7 条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を行うに当たっては、これに伴って生

ずる公害の防止又は自然環境の適正な保全のために、その責任において必要な措置を

講ずる責務を有する。 
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2 事業者は、環境の保全上の支障を防止するため、物の製造、加工又は販売その他の事

業活動を行うに当たって、その事業活動に係る製品その他の物が廃棄物となった場合

にその適正な処理が図られることとなるよう必要な措置を講ずる責務を有する。 

3 前 2 項に定めるもののほか、事業者は、環境の保全上の支障を防止するため、物の製

造、加工又は販売その他の事業活動を行うに当たって、その事業活動に係る製品その

他の物が使用され又は廃棄されることによる環境への負荷の低減に資するよう製品の

開発、廃棄物の減量等に努めるとともに、その事業活動において、再生資源その他の

環境への負荷の低減に資する原材料、役務等を利用するよう努めなければならない。 

4 前 3 項に定めるもののほか、事業者は、その事業活動に関し、環境の保全及び創造に

資するよう自ら積極的に努め、及びその事業活動に係る環境の保全及び創造に関する

情報の自主的な提供に努めるとともに、市が実施する環境の保全及び創造に関する施

策に協力する責務を有する。 

(環境の状況等に関する報告書) 

第 8 条 市長は、環境の状況並びに環境の保全及び創造に関して講じた施策に関する報告書(以

下「報告書」という。)を毎年作成し、これを公表しなければならない。 

2 市民及び事業者は、報告書について市長に意見書を提出することができる。 

3 市長は、報告書及び前項に定める意見書について伊達市環境審議会の意見を聴かなけ

ればならない。 

4 市長は、伊達市環境審議会から意見があった場合は、その趣旨を尊重し、必要な措置

を講ずるものとする。 

 

第 2 章 環境の保全及び創造に関する基本的施策 

 

第 1 節 施策の基本方針 

(基本方針) 

第 9 条 市は、環境の保全及び創造に関する施策を策定し、及び実施するに当たっては、基本

理念にのっとり、次に掲げる基本方針に基づき総合的かつ計画的に推進するものとす

る。 

(1) 人の健康の保護及び生活環境の保全が図られ、健康で安全に生活できる社会を実現

するため、大気、水、土壌等を良好な状態に保持すること。 

(2) 人と自然が共生する豊かな環境を実現するため、野生生物の種の保存その他の生物

の多様性の確保を図るとともに、森林、農地、水辺地等における多様な自然環境を

保全すること。 

(3) 潤い、安らぎ、ゆとり等の心の豊かさが感じられる社会を実現するため、良好な環

境の保全を図りつつ、ゆとりある都市空間づくり、身近な緑や水辺との触れ合いづ

くり、自然と調和した良好な景観の形成、歴史的文化遺産の保存及び活用等を推進

すること。 
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(4) 環境への負荷の少ない循環型社会を構築し、地球環境保全に資する社会を実現する

ために、廃棄物の処理の適正化を推進するとともに、廃棄物の減量化、資源の循環

的な利用及びエネルギーの適正かつ有効な利用を推進すること。 

(環境への配慮) 

第 10 条 市は、環境に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施するに当たっては、

基本理念にのっとり、前条に定める基本方針に基づき良好な環境の保全を図る見地

から、環境への負荷が低減されるよう十分配慮するものとする。 

 

第 2 節 環境基本計画 

(環境基本計画) 

第 11 条 市長は、環境の保全及び創造に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

環境の保全及び創造に関する基本的な計画(以下「環境基本計画」という。)を定めな

ければならない。 

2 環境基本計画は、環境の保全及び創造に関する長期的な目標及び施策の基本的な事

項について定めるものとする。 

3 市長は、環境基本計画を定めるに当たっては、あらかじめ、市民及び事業者並びに

伊達市環境審議会の意見を聴かなければならない。 

4 市長は、環境基本計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

5 前 3 項の規定は、環境基本計画の変更について準用する。 

 

第 3 節 市が講ずる環境の保全及び創造を推進するための施策 

(環境影響評価の推進) 

第 12 条 市は、環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業を行おうとする者が、その事業

の実施に当たりあらかじめその事業に係る環境への影響について自ら適正に調査、

予測及び評価を行い、その結果に基づき、その事業に係る良好な環境の保全につい

て適正に配慮することを効果的に推進するため、必要な措置を講ずるものとする。 

(規制等の措置) 

第 13 条 市は、公害の原因となる行為及び自然環境の適正な保全に支障を及ぼすおそれがあ

る行為に関し、必要な規制の措置を講ずるものとする。 

2 前項に定めるもののほか、市は、環境の保全上の支障を防止するため、指導、助言

その他の必要な措置を講ずるものとする。 

(経済的措置) 

第 14 条 市は、市民及び事業者が自ら環境への負荷の低減のための施設の整備その他の適切

な措置をとるよう誘導するため、市民及び事業者に対し必要かつ適正な経済的な助

成を行うために、必要な措置を講ずるものとする。 

2 市は、市民及び事業者が自ら環境への負荷の低減に努めるよう誘導するため、市民

及び事業者に対し適正かつ公平な経済的な負担を求めるために、必要な措置を講ず

るものとする。 
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(良好な環境の保全に関する施設の整備) 

第 15 条 市は、緩衝地帯その他の環境の保全上の支障を防止するための公共的施設の整備及

び下水道、廃棄物の処理施設その他の環境の保全上の支障の防止に資する公共的施

設の整備を推進するため、必要な措置を講ずるものとする。 

2 市は、公園、緑地その他の公共的施設の整備その他の自然環境の整備を推進するた

め、必要な措置を講ずるものとする。 

(廃棄物の減量の促進等) 

第 16 条 市は、環境への負荷の低減を図るため、廃棄物の処理の適正化を推進するとともに、

事業者及び市民による廃棄物の減量、資源の循環的な利用及びエネルギーの適切か

つ有効な利用が促進されるよう必要な措置を講ずるものとする。 

2 市は、環境への負荷の低減を図るため、市の施設の建設及び維持管理その他の事業

の実施に当たっては、廃棄物の減量、資源の循環的な利用及びエネルギーの適切か

つ有効な利用に努めるものとする。 

(環境の保全と調和した農業及び漁業の促進) 

第 17 条 市は、環境への負荷の低減と安全な食料の生産を図るため、肥料及び農薬の適正な

使用並びに水質の保全に配慮した適正な養殖その他の措置により、環境の保全と調

和した農業及び漁業が促進されるよう必要な措置を講ずるものとする。 

2 市は、農業及び漁業から生ずる廃棄物が適正に処理され、並びに循環的に利用され

るよう必要な措置を講ずるものとする。 

(野生生物の保護管理) 

第 18 条 市は、野生生物の多様性を損なうことなく適正に保護管理するため、その生息環境

の保全その他の必要な措置を講ずるものとする。 

(森林及び緑地の保全等) 

第 19 条 市は、人と自然とが共生できる基盤としての緑豊かな環境を形成するため、森林お

よび緑地の保全、緑化の推進その他の必要な措置を講ずるものとする。 

(良好な水環境の保全等) 

第 20 条 市は、河川、海域等における良好な水環境の適正な保全に努めるとともに、健全な

水循環及び安全な水の確保のために必要な措置を講ずるものとする。 

(ゆとりある都市空間づくり等) 

第 21 条 市は、伊達市の風土にふさわしい快適な環境を維持し、及び創造するため、ゆとり

ある都市空間づくり、身近な緑や水辺との触れ合いづくり、自然と調和した良好な

景観の形成、歴史的文化遺産の保存及び活用その他の必要な措置を講ずるものとす

る。 

(化学物質等に係る情報の収集等) 

第 22 条 市は、環境の保全上の支障を防止するため、人の健康を損なうおそれがある化学物

質等について情報の収集、提供その他の必要な措置を講ずるものとする。 
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(調査の実施等) 

第 23 条 市は、環境の状況の把握に関する調査並びに環境の保全及び創造に関する施策の策

定に必要な調査を実施するとともに、監視、測定、試験及び検査の体制の整備に努

めるものとする。 

(国及び他の地方公共団体との協力) 

第 24 条 市は、環境の保全及び創造に関する施策について、国及び他の地方公共団体と緊密

な連携のもとに協力して、その推進に努めるものとする。 

(財政上の措置) 

第 25 条 市は、環境の保全及び創造に関する施策を推進するため、必要な財政上の措置を講

ずるものとする。 

(推進体制の整備) 

第 26 条 市は、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、市の

機関及び部局相互の緊密な連携並びに調整を図るための体制の整備、職員の研修そ

の他の必要な措置を講じなければならない。 

 

第 4 節 市民等による環境の保全及び創造のための行動を促進する施策 

(環境教育及び環境学習の推進) 

第 27 条 市は、市民及び事業者が環境の保全及び創造についての理解を深めるとともに、市

民及び事業者の環境の保全及び創造に関する活動を行う意欲が増進されるよう、環

境の保全及び創造に関する教育及び学習(以下「環境教育」という。)を推進するため、

必要な措置を講ずるものとする。 

2 前項の場合において、市は、特に児童及び生徒の環境教育を積極的に推進するため、

必要な措置を講ずるものとする。 

(市民団体等の自発的な活動の促進) 

第 28 条 市は、市民、事業者又は市民及び事業者の組織する民間の団体(以下「市民団体等」

という。)が自発的に行う環境の保全及び創造に関する活動を促進するため、資金及

び情報の提供その他の必要な支援の措置を講ずるものとする。 

(情報の収集、提供及び公開) 

第 29 条 市は、環境の状況並びに環境の保全及び創造に関する情報の収集に努めるとともに、

第 27 条に定める環境学習の推進及び前条に定める市民団体等の自発的な活動の促

進に資するため、必要な情報を提供するよう努めるものとする。 

2 市は、環境の状況並びに環境の保全及び創造に関する情報を公開するため、必要な

措置を講ずるものとする。 

(事業者の環境管理の促進) 

第 30 条 市は、事業者が、その事業活動を行うに当たり、その事業活動が環境に配慮したも

のとなるよう自主的な管理を行うことを促進するため、必要な措置を講ずるものと

する。 
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(事業者との協定の締結) 

第 31 条 市長は、事業活動に伴う環境の保全上の支障を防止するため特に必要があるときは、

事業者との間で環境への負荷の低減に関する協定を締結するものとする。 

(市民等の施策への参加) 

第 32 条 市は、第 8 条、第 11 条及び第 12 条に定める場合を除き、環境の保全及び創造に関

する施策を策定し、及び実施するに当たっては、あらかじめ、市民及び事業者が意

見を述べることができるよう必要な措置を講じなければならない。 

2 前項の場合において、市は、児童及び生徒の意見についても配慮するものとする。 

 

第 5 節 地球環境保全のための施策 

(地球環境保全のための行動の促進) 

第 33 条 市は、市、市民及び事業者がそれぞれの役割に応じて地球環境保全に資するよう行

動するための指針を定め、その普及に努めるとともに、これに基づくそれぞれの行

動を促進するものとする。 

(地球環境保全のための国際協力) 

第 34 条 市は、地球環境保全に資するため、国等と連携し、国際協力の推進に努めるものと

する。 

 

第 3 章 環境審議会 

(設置) 

第 35 条 環境基本法(平成 5 年法律第 91 号)第 44 条の定めるところにより、伊達市環境審議

会(以下「審議会」という。)を設置する。 

(所掌事項) 

第 36 条 審議会は、次に掲げる事項を調査審議する。 

(1) 市長の諮問に応じ、環境の保全及び創造に関する基本的事項 

(2) 前号に掲げるもののほか、法令又は他の条例の規定によりその権限に属された事項 

2 前項に定めるもののほか、審議会は、環境の保全及び創造に関する基本的事につい

て市長に意見を述べることができる。 

(組織等) 

第 37 条 審議会は、委員 15 人以内で組織し、環境に関し識見を有する者のうちから市長が委

嘱する。 

2 委員の任期は、2 年とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再

任は妨げない。 

3 審議会に、特別な事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時の委員を置く

ことができる。 

4 前 3 項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定

める。 
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附 則 

 

(施行期日) 

1 この条例は、平成 11 年 4 月 1 日から施行する。 

(既存の環境基本計画) 

2 この条例の施行の際に既に定められている環境基本計画は、この条例第11条第1項、

第 2 項及び第 3 項の規定に基づき定められたものとみなす。 

(伊達市環境審議会条例の廃止) 

3 伊達市環境審議会条例(平成 10 年条例第 1 号)は、廃止する。 

 

附 則(平成 24 年 3 月 21 日条例第 5 号) 

この条例は、公布の日から施行する。 
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2.用語解説 

 

＜あ行＞                

【愛知目標】 

正式には、「生物多様性新戦略計画」と言い、西暦 2010 年（平成 22 年）愛知県名古屋市
で開催された生物多様性条約第 10 回締約国会議で採択されたものを指します。2050 年まで
に、人類と自然が共生した世界を実現させるために制定されたものです。 

 

【アジェンダ 21】 

環境と開発の統合のための２１世紀に向けた具体的な行動計画です。前文及び①社会的・
経済的側面、②開発資源の保護と管理、③主たるグループの役割の強化、④実施手段の 4 部
から構成されています。大気保全、森林、砂漠化、生物多様化、淡水資源、海洋保護、廃棄
物等の具体的な問題についてのプログラムを示すとともに、その実施のための資金メカニズ
ム、技術移転、国際機構、国際法の在り方等についても規定しています。 

 

【一般廃棄物】 

廃棄物のうち、産業廃棄物以外のものです。一般家庭からの家庭ごみが主なもので、事業
所などから排出される産業廃棄物以外のごみや、し尿などの液状廃棄物も含まれます。 

 

【越境汚染】 

大気汚染の原因となる物質が遠く離れた発生源（数百～数千 km）から気流で運ばれてく
ること。日本では、中国大陸や朝鮮半島から偏西風で飛来する光化学スモッグや PM2.5 等が
問題となっています。 

 

【エネルギー基本計画】 

エネルギー政策の基本方針（安全性・安定供給・経済効率性の向上・環境への適合）に則
り、エネルギー政策の基本的な方向性を示した計画です。 

現在の国の最新計画である第 5 次エネルギー基本計画では、「東京電力福島第一原子力発電
所事故の経験、反省と教訓を肝に銘じて取り組むこと」等を原点に検討を進め、2030 年、
2050 年に向けた方針を示しています。 

 

【オゾン層】 

オゾンは酸素原子 3 個からなる気体で、大気中のオゾンは成層圏（約 10～50km 上空）に
約 90％存在しており、このオゾンの多い層を一般的にオゾン層と言います。成層圏オゾンは、
太陽からの有害な紫外線を吸収し、地上の生態系を保護しています。 

特定フロン等の大気中への放出に伴い、成層圏のオゾン層が破壊され、その結果、有害紫
外線が増大し、皮膚がんが増える等の健康影響や生態系への悪影響をもたらすこと等に加え、
気候に重大な影響をもたらすことが懸念されています。 

 

【温室効果ガス】 

太陽からの熱を地球に封じ込め、地表を温める働きをする気体を指し、「greenhouse gas」
の頭文字から「GHG」と省略されることもあります。 

京都議定書では、二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、ハイドロフルオロカーボン、パー
フルオロカーボン、六ふっ化硫黄の６種類のガスを温室効果ガスとしています。日本におい
ては、温室効果ガスの大半が二酸化炭素となっており、全体の 90%以上の割合を占めていま
す。 
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＜か行＞                

 

【海洋汚染】 

世界の海洋全般に及ぶ油、浮遊性廃棄物、有害化学物質等による汚染の進行により、海に
成育・生息している多くの生物に悪影響を与え、生態系をも変えようとしています。 

 

【外来種】 

人の手によって、もともと生息していなかった場所へ移送された生物（動物、昆虫、植物
などすべての分類群）のことで、在来種や生態系に影響を及ぼすとして問題となっています。 

国内の在来種でも、分布域外に移動した場合、国内由来の外来種として影響する可能性が
あるため、注意が必要となります。 

 

【環境アセスメント（環境影響評価）】 

大規模な開発事業を行う前に、その事業が環境に与える影響について調査・予測・評価を
行って結果を公表し、市民や行政の意見を踏まえて環境保全上よりよい事業計画を作りあげ
る制度です。 

 

【環境基準】 

「人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準（環境
基本法第 16 条）」として定められ、現在、環境基準は大気汚染、水質汚濁、騒音及び土壌
汚染について定められています。 

 

【環境基本計画】 

国や地方自治体の策定による環境保全に関する基本的な計画を指します。 
 

【環境基本法】 

1993 年（平成 5 年）に制定された、複雑化・地球規模化する環境問題に対応するための
法律です。それまでの公害対策基本法や自然環境保護法では対応に限界があるとされ、新た
な枠組みを示す基本的法律として制定されました。 

 

【環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律】 

2011 年（平成 23 年）に成立した法律です。「環境の保全のための意欲の増進及び環境教
育の推進に関する法律」を一部改正したもので、環境教育等の基盤強化等や、環境行政への
民間団体の参加及び協働取組の推進等が盛り込まれています。 

 

【環境と開発に関する国連会議（地球サミット）】 

1992 年（平成 4 年）に、国際連合がリオ・デ・ジャネイロで開催した国際会議を指しま
す。地球サミットと呼ばれることもあります。 

 

【環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関する法律】 

2003 年（平成 15 年）に成立した法律です。環境保全活動やその促進のための意欲増進、
環境教育についての基本理念を定めるとともに、国民、民間団体等、国及び地方公共団体の
責務を明らかにし、国民の健康で文化的な生活の確保に寄与することを目的としています。 

 

【環境緑地保護地区】 

「北海道自然環境等保全条例」に基づいて指定される市町村の市街地及びその周辺地のうち、
環境緑地として維持又は造成することが必要な地区のことを言います。 
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＜か行＞（続き）            

 

【気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（COP21）】 

2015 年（平成 27 年）にパリで行われた、21 回目の気候変動枠組条約締約国会議です。
2020 年以降の温暖化対策についての議論を行っており、COP3 時（1997 年（平成 9 年））
に採択された京都議定書に代わる新たな枠組みとして、パリ協定が採択されました。 

 

【希少種】 

一般的には、数が少なく、稀にしか見られない種を指します。環境省のレッドデータブッ
クでは準絶滅危惧種に位置付けられており、現時点では絶滅危険度は小さいが、生息条件の
変化によって「絶滅危惧」に移行する可能性のある種を指すと定義されています。ヤマネ、
オオサンショウウオ等が該当します。 

 

【グローバル・アクション・プログラム】 

2013 年（平成 25 年）に採択された、「国連持続可能な開発のための教育の 10 年」の後
継プログラムです。全ての人が知識、技能、価値観、態度を得る機会を持つために教育・学
習を再方向付けし、持続可能な開発に貢献し、実際に成果を上げるよう能力向上することと、
持続可能な開発を促進する全ての関連アジェンダ・プログラム・活動において教育・学習の
役割を強化することを目標としています。 

 

【景観緑三法】 

2004 年（平成 16 年）に成立した景観法、景観法施行関係整備法、都市緑地法のことです。 
景観計画の策定、景観計画区域、景観地区等における良好な景観の形成のための規制、景

観整備機構による支援等を規定しており、景観についての総合的な法律となっています。 
 

【公害、典型七公害】 

環境基本法で定義する｢公害｣とは、環境の保全上の支障のうち、事業活動その他の人の活
動に伴って生ずる相当範囲にわたる大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下
及び悪臭によって、人の健康又は生活環境に係る被害が生ずることと定義されています。こ
の七公害を典型七公害と呼んでいます。 

 

【合併処理浄化槽】 

公共下水道の未整備地域などで、各家庭に取り付ける汚水処理装置です。トイレの汚水だけ
ではなく、台所、お風呂の生活雑排水も一緒に処理できます。これに対し生活雑排水のみの汚
水処理をする装置を単独処理浄化槽と言います。 

 

【国連持続可能な開発のための教育の 10 年】 

国際連合が、「持続可能な開発のための教育※」への取り組みを推進するよう各国政府に働き
かけたキャンペーンのことで、2005 年（平成 17 年）～2014 年（平成 26 年）までを期間と
しています。日本の方針では、持続可能な消費・生産パターンを定着させることや生物多様性
を確保すること等に重点を置いており、経済、社会の側面についても健全で持続的な社会経済
を目指すこと、としています。 
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＜さ行＞                

 

【再生可能エネルギー】 

繰り返し起こる自然現象から取り出すエネルギーの総称です。太陽光や風力、地熱、波力
などの自然エネルギーと、廃棄物の焼却熱利用・発電などのリサイクル型エネルギーを指し
ます。 

 

【産業廃棄物】 

事業活動により発生する特定の廃棄物です。多量発生性・有害性の観点から排出事業者に
処理責任があり、現在 20 種類の産業廃棄物が定められています。 

 

【自然景観保護地区】 

「北海道自然環境等保全条例」に基づいて指定される森林、草生地、山岳、丘陵、渓谷、
湖沼、河川、海岸等の所在する地域のうち、良好な自然景観地として保護することが必要な
地区のことを言います。 

 

【持続的発展が可能な社会】 

環境保全に関する行動が自主的かつ積極的に行われるようになることによって、健全で恵
み豊かな環境を維持するとともに、環境への負荷が少ない健全な経済の発展を図りながら持
続的に発展することができる社会が構築されることを言います。 

 

【持続可能な開発のための教育（ESD）】 

環境、貧困、人権、平和、開発といった様々な現代社会の課題を自らの問題として捉え、身
近なところから取り組むことにより、それらの課題の解決につながる新たな価値観や行動を生
み出し、持続可能な社会を創造していくことを目指す学習や活動を指します。 

 

【持続可能な開発のための 2030 アジェンダ】 

2015 年（平成 27 年）の国連サミットで採択された、持続可能な開発目標（SDGs）を中
核とした新たな国際指針です。国連ミレニアム・サミット（2000 年（平成 12 年））で策定
されたミレニアム開発目標（MDGs）の後継となっています。 

 

【持続可能な開発目標（SDGs）】 

2015 年（平成 27 年）の国連サミットで採択された、2016 年（平成 28 年）～2030 年（平
成 42 年）までの国際目標です。貧困や飢餓・エネルギー・気候変動等、持続可能な世界を
実現するための 17 のゴールと 169 のターゲットから構成されています。 

 

【循環型社会】 

環境への負荷を低減するため、製品の再利用や再資源化等を進めて新たに自然界から採取
する資源をできるだけ少なくするとともに、廃棄されるものを最小限に抑える社会の事です。 

 

【循環型社会形成推進基本法】 

2000 年（平成 12 年）に制定された、廃棄物処理やリサイクルを推進するための基本的な
法律です。日本における循環型社会の形成を促すために制定されました。 

 

【循環型社会形成推進基本計画】 

循環型社会の形成に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための計画です。現在の
最新計画である第四次計画では、重要な方向性として、①地域循環共生圏形成による地域活
性化、②ライフサイクル全体での徹底的な資源循環、③適正処理の更なる推進と環境再生等
を掲げており、その実現に向け、概ね 2025 年までに国が講ずべき施策を示しています。 
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＜さ行＞（続き）            

 

【省エネ法に基づく定期報告事業者クラス分け評価制度】 

エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）の定期報告を提出する全ての事業者
へ、メリハリのある対応を実施するための評価制度です。上から順に S・A・B・C の４段階
のクラスがあり、S は省エネが優良事業者、A は一般的な事業者、B は省エネが停滞してい
る事業者、C は注意を要する事業者となっています。 

 

【振動規制法】 

1976 年（昭和 51 年）に制定された法律で、工場及び事業場における事業活動並びに建設
工事に伴って発生する相当範囲にわたる振動について必要な規制を行うとともに、道路交通
振動に係る要請の措置を定めること等により、生活環境を保全し、国民の健康の保護に資す
ることを目的としています。 

 

【水源涵養
かんよう

】 

森林の土壌が降水を貯留し、河川へ流れ込む水量を平準化させて流量を安定させる機能の
ことです。雨水が森林土壌を通過するので水質の浄化にもつながります。 

 

【水質汚濁防止法】 

1970 年（昭和 45 年）に制定された法律で、工場等から公共用水域に排出される水の排出
や地下への水の浸透を規制することと、それらの汚水や廃液により人の健康に係る被害が生
じた場合の被害者の保護を図ることを目的としています。 

 

【３Ｒ】 

ごみの減量やリサイクルの促進へ向けて定式化された行動目標を表す標語です。発生抑制
(reduce、買う量や使う量を減らすこと)、再使用(reuse、使えるものは繰り返し使うこと)、
再生利用(recycle、再び資源として活用すること)の英語の頭文字に由来しています。 

 

【生物多様性】 

ある生態系、生物群系、または地球全体に、多様な生物が存在している状態を指します。 
生物多様性条約では、生態系の多様性、種の多様性、遺伝子の多様性の 3 つの区分で構成

されています。 
 

【生物多様性条約第 10 回締約国会議（COP10）】 

2010 年（平成 22 年）に行われた、10 回目の生物多様性条約締約国会議です。遺伝資源
へのアクセスと利益配分（ABS）に関する名古屋議定書と、2011 年（平成 23 年）以降の新
戦略計画（愛知目標）が採択されました。 

 

【生物多様性国家戦略 2012-2020】 

2012 年（平成 24 年）に策定された、生物多様性の保全及び持続可能な利用に関する国の
基本的な計画です。愛知目標の達成に向けた日本のロードマップや、2020 年度（平成 32 年
度）までに重点的に取り組むべき施策の方向性等を示しています。 

 

【騒音規制法】 

1968 年（昭和 43 年）に制定された法律で、「工場及び事業場における事業活動並びに建
設工事に伴って発生する相当範囲にわたる騒音について必要な規制を行うとともに、自動車
騒音に係る許容限度を定めること等により、生活環境を保全し、国民の健康の保護に資する
こと」を目的としています。 
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＜た行＞                

 

【大気汚染防止法】 

1968 年（昭和 43 年）に制定された、大気汚染防止のための法律です。ばい煙の排出の規
制等に関する法律を廃止して制定されたもので、国民の健康の保護や生活環境の保全を目的
としています。 

 

【地球温暖化】 

人為的要因により、二酸化炭素などの温室効果ガスの濃度が増加し、地表面の温度が上昇
することを指します。 

 

【地球温暖化対策の推進に関する法律】 

1998 年（平成 10 年）に制定された、地球温暖化防止のための法律です。第 3 回気候変動
枠組条約締約国会議で採択された京都議定書を踏まえ、日本全体で温暖化対策に取り組むた
めに制定されました。 

 

【地産地消】 

地域生産・地域消費の略語で、地域で生産された生産物や資源をその地域で消費すること
です。この活動により、地場産品の消費拡大、健康的な食生活の実現、環境保全、地域の活
性化等の様々な効果が期待されています。 

 

【地方公共団体実行計画】 

地球温暖化対策の推進に関する法律に基づいて地方公共団体が策定する、温室効果ガスの
排出抑制等を推進するための計画です。 

 

【低炭素社会】 

地球温暖化が進行し気候変動への悪影響が社会問題となる中、生まれた考え方で、化石燃料
消費に伴う温室効果ガスの排出を大幅に削減し、世界全体の排出量を自然界の吸収量と同じレ
ベルにしていくことで、気候に悪影響を及ぼさない水準で大気中の温室効果ガス濃度を安定化
させると同時に、生活の豊かさを実感できる社会を言います。 

 

【天然資源】 

自然を構成する利用可能な資源のことです。土地・水・鉱物等の無生物資源と、森林・野生
鳥獣・魚等の生物資源に分けられます。 
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＜は行＞                

 

【パリ協定】 

2015 年（平成 27 年）に COP21 で採択された、気候変動に関する協定です。COP3 時（1997
年（平成 9 年））に採択された京都議定書に代わる新たな枠組みで、世界全体の GHG 削減目
標や、途上国・新興国への温暖化対策への自主的取組み等が設定されています。 

 

【微小粒子状物質（PM2.5）】 

大気中に浮遊している 2.5μm 以下の非常に小さな粒子のことで、肺の奥深くまで入りやす
く、呼吸器系や循環器系に対して悪影響を及ぼします。 

 

【微小粒子状物質（PM2.5）に係る注意喚起の暫定指針】 

2013 年（平成 25 年）に、「微小粒子状物質（PM2.5）に関する専門家会合」が国民に注
意喚起を行うための暫定的指針として示したものを指します。一時的に濃度が上昇し国民の
関心が高まったことで出されたもので、法令に基づかない注意喚起のため、暫定的な指針と
いうものになっています。 

 

【フロン類】 

炭素・フッ素・塩素からなる CFC（クロロフルオロカーボン）、塩素を含まない FC（フル
オロカーボン）や、水素を含む HCFC（ハイドロクロロフルオロカーボン）及び HFC（ハイ
ドロフルオロカーボン）などがあり、主に冷媒・溶剤として使用されます。 

 

【放射性物質汚染対処特措法】 

正式には、「平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の
事故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法」と言い
2011 年（平成 23 年）に制定されました。2011 年（平成 23 年）に発生した東日本大震災
による原子力発電所事故で、放射性物質で汚染されたがれきや土壌などを処理するための法
律です。 

 

 

＜や行＞                

 

【有害鳥獣】 

具体的な定義はありませんが、一般には人に対して生命的・経済的に害を及ぼす鳥獣を指
しており、イノシシ・カラス・ニホンザル・シカ・クマ等が該当することが多いです。 
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３．環境基準値 

 

■大気汚染に係る環境基準 

 

◆環境基準 

１ 環境基準は、別表の物質の欄に掲げる物質ごとに、同表の環境上の条件の欄に掲げるとおり

とする。 

２ １の環境基準は、別表の物質の欄に掲げる物質ごとに、当該物質による大気の汚染の状況を

的確には握することができると認められる場所において、同表の測定方法の欄に掲げる方法

により測定した場合における測定値によるものとする。 

３ 一の環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域または場所

については、適用しない。 

 

別表 大気汚染に係る環境基準 

 
備考 
1.環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域または場所については、

適用しない。 
2.浮遊粒子状物質とは大気中に浮遊する粒子状物質であってその粒径が 10μm 以下のものをいう。 
3.二酸化窒素について、1 時間値の 1 日平均値が 0.04ppm から 0.06ppm までのゾーン内にある地

域にあっては、原則としてこのゾーン内において現状程度の水準を維持し、又はこれを大きく上回
ることとならないよう努めるものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

物質 環境上の条件（設定年月日等） 測定方法

二酸化いおう

（SO2）

１時間値の１日平均値が0.04ppm以下

であり、かつ、１時間値が0.1ppm以下で

あること。(48.5.16告示)

溶液導電率法又は紫外線蛍光法

浮遊粒子状物質

（SPM）

１時間値の１日平均値が0.10mg/m3

以下であり、かつ、１時間値が

0.20mg/m3以下であること。

(48. 5.8告示)

濾過捕集による重量濃度測定方法又は

この方法によって測定された重量濃度と

直線的な関係を有する量が得られる

光散乱法、圧電天びん法若しくはベータ線

吸収法

二酸化窒素

（NO2）

１時間値の１日平均値が0.04ppmから

0.06ppmまでのゾーン内又はそれ以下で

あること。(53. 7.11告示)

ザルツマン試薬を用いる吸光光度法又は

オゾンを用いる化学発光法
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■水質汚濁に係る環境基準 
 

◆環境基準 

公共用水域の水質汚濁に係る環境基準は、人の健康の保護及び生活環境の保全に関し、それぞ

れ次のとおりとする。 

１ 人の健康の保護に関する環境基準 

 人の健康の保護に関する環境基準は、全公共用水域につき、別表１の項目の欄に掲げる項目

ごとに、同表の基準値の欄に掲げるとおりとする。 

２ 生活環境の保全に関する環境基準 

(1) 生活環境の保全に関する環境基準は、各公共用水域につき、別表２の水域類型の欄に掲げ

る水域類型のうち当該公共用水域が該当する水域類型ごとに、同表の基準値の欄に掲げる

とおりとする。 

(2) 水域類型の指定を行うに当たつては、次に掲げる事項によること。 

ア 水質汚濁に係る公害が著しくなつており、又は著しくなるおそれのある水域を優先するこ

と。 

イ 当該水域における水質汚濁の状況、水質汚濁源の立地状況等を勘案すること。 

ウ 当該水域の利用目的及び将来の利用目的に配慮すること。 

エ 当該水域の水質が現状よりも少なくとも悪化することを許容することとならないように

配慮すること。 

オ 目標達成のための施策との関連に留意し、達成期間を設定すること。 

カ 対象水域が、2 以上の都道府県の区域に属する公共用水域(以下「県際水域」という。)の

一部の水域であるときは、水域類型の指定は、当該県際水域に関し、関係都道府県知事が

行う水域類型の指定と原則として同一の日付けで行うこと。 

 

別表１ 人の健康の保護に関する環境基準 

 
備考 
１ 基準値は年間平均値とする。 
２ 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、規格 43.2.1、43.2.3、43.2.5 又は 43.2.6 により測定

された硝酸イオンの濃度に換算係数 0.2259 を乗じたものと規格 43.1 により測定された亜硝酸
イオンの濃度に換算係数 0.3045 を乗じたものの和とする。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

項目 基準値 測定方法

砒素 0.01mg／L 以下 規格61.2、61.3又は61.4に定める方法

硝酸性窒素及び

亜硝酸性窒素
10mg／L 以下

硝酸性窒素にあつては規格43.2.1、43.2.3、43.2.5又は43.2.6

に定める方法、亜硝酸性窒素にあつては規格43.1に定める方法
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別表２ 生活環境の保全に関する環境基準（海域） 

 
備考 
１ 自然環境保全を利用目的としている地点については、大腸菌数 20CFU/100ml 以下とする。 
２ アルカリ性法とは、次のものをいう。 
  試料 50mL を正確に三角フラスコにとり、水酸化ナトリウム溶液（10w/v%）１mL を加え、次

に過マンガン酸カリウム溶液（2mmoL/Ｌ）10mL を正確に加えたのち、沸騰した水浴中に正確
に 20 分放置する。その後よう化カリウム溶液（10w/v%）１mL とアジ化ナトリウム溶液（４
w/v%）１滴を加え、冷却後、硫酸（2+1）0.5mL を加えてよう素を遊離させて、それを力価の
判明しているチオ硫酸ナトリウム溶液（10mmoL/ Ｌ）ででんぷん溶液を指示薬として滴定する。 

  同時に試料の代わりに蒸留水を用い、同様に処理した空試験値を求め、次式により COD 値を計
算する。 

 
   COD（O2mg/L）＝0.08Ｘ（(b)−(a)）ＸfNa2S2O3Ｘ1000/50 
        (a)：チオ硫酸ナトリウム溶液（10mmoL/L）の滴定値(mL) 
        (b)：蒸留水について行った空試験値(mL) 
    fNa2S2O3：チオ硫酸ナトリウム溶液（10mmoL/L）の力価 
３ 大腸菌数に用いる単位は CFU（コロニー形成単位（Colony Forming Unit））/100ml とし、

大腸菌を培地で培養し、発育したコロニーの数を数えることで算出する。 
 

（注） 
１ 自然環境保全：自然探勝等の環境保全 
２ 水産１級：マダイ、ブリ、ワカメ等の水産生物用及び水産２級の水産生物用 
  水産２級：ボラ、ノリ等の水産生物用 
３ 環境保全：国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む。)において不快感を生じない限度 

 

  

水素イオン

濃度

(pH)

化学的酸素

要求量

(COD)

溶存酸素量

(DO)
大腸菌数

n-ヘキサン

抽出物質

(油分等)

水産１級

水浴

自然環境保全及び

Ｂ以下の欄に掲げるもの

水産２級

工業用水及びＣの欄に

掲げるもの

Ｃ 環境保全
7.0以上

8.3以下

８mg/L

以下

２mg/L

以上
− −

項目類型

基準値

該当水域利用目的の適応性

Ａ
検出

されないこと。
環境基準の

2の(2)により

水域類型ごとに

指定する水域Ｂ −
検出

されないこと。

7.8以上

8.3以下

２mg/L

以下

7.5mg/L

以上

300CFU/

100mL以下

５mg/L

以上

３mg/L

以下

7.8以上

8.3以下
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別表２ 生活環境の保全に関する環境基準（河川（湖沼を除く。）） 

 
備考 
１ 基準値は、日間平均値とする。ただし、大腸菌数に係る基準値については、90%水質値（年間の

日間平均値の全データをその値の小さいものから順に並べた際の 0.9×ｎ番目（ｎは日間平均値
のデータ数）のデータ値（0.9×ｎが整数でない場合は端数を切り上げた整数番目の値をとる。））
とする(湖沼、海域もこれに準ずる。)。 

２ 農業用利水点については、水素イオン濃度 6.0 以上 7.5 以下、溶存酸素量 5mg/L 以上とする（湖
沼もこれに準ずる。）。 

３ 水質自動監視測定装置とは、当該項目について自動的に計測することができる装置であって、計
測結果を自動的に記録する機能を有するもの又はその機能を有する機器と接続されているもの
をいう（湖沼海域もこれに準ずる。）。 

４ 水道１級を利用目的としている地点（自然環境保全を利用目的としている地点を除く。）につい
ては、大腸菌数 100ＣＦＵ／100ml 以下とする。  

５ 水産１級、水産２級及び水産３級については、当分の間、大腸菌数の項目の基準値は適用しない
（湖沼、海域もこれに準ずる。）。  

６ 大腸菌数に用いる単位はＣＦＵ（コロニー形成単位（Colony Forming Unit））／100ml とし、
大腸菌を培地で培養し、発育したコロニー数を数えることで算出する。 

 
（注） 
１ 自然環境保全：自然探勝等の環境保全 
２ 水道１級  ：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 
  水道２級  ：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの 
  水道３級  ：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの 
３ 水産１級  ：ヤマメ、イワナ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産２級及び水産３級の水産

生物用 
  水産２級  ：サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用及び水産３級の水産生物用 
  水産３級  ：コイ、フナ等、β-中腐水性水域の水産生物用 
４ 工業用水１級：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの 
  工業用水２級：薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの 
  工業用水３級：特殊の浄水操作を行うもの 
５ 環境保全  ：国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む。)において不快感を生じない限度  

水素イオン

濃度

(pH)

生物化学的

酸素要求量

(BOD)

浮遊物質量

(SS)

溶存酸素量

(DO)
大腸菌数

水道１級

自然環境保全及び

Ａ以下の欄に掲げるもの

水道２級

水産１級

水浴及び

Ｂ以下の欄に掲げるもの

水道３級

水産２級及び

Ｃ以下の欄に掲げるもの

水産３級

工業用水１級及び

Ｄ以下の欄に掲げるもの

工業用水２級

農業用水及び

Ｅの欄に掲げるもの

工業用水３級

環境保全

ＡＡ

環境基準の

2の(2)により

水域類型ごとに

指定する水域

Ａ

Ｂ

Ｃ −

20CFU/

100mL以下

7.5mg/L

以上

25mg/L

以下

１mg/L

以下

6.5以上

8.5以下

該当水域利用目的の適応性項目類型

6.0以上

8.5以下

10mg/L

以下

２mg/L

以上

２mg/L

以上

100mg/L以

下

８mg/L

以下

6.0以上

8.5以下
Ｄ −

Ｅ

ごみ等の

浮遊が認め

られないこと。

−

基準値

6.5以上

8.5以下

２mg/L

以下

25mg/L

以下

7.5mg/L

以上

300CFU/

100mL以下

1,000CFU/

100mL以下

6.5以上

8.5以下

５mg/L

以下

50mg/L

以下

５mg/L

以上

５mg/L

以上

25mg/L

以下

３mg/L

以下

6.5以上

8.5以下
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■ダイオキシン類による水質の汚濁に係る環境基準 
 

◆環境基準 

１ 環境基準は、別表の媒体の項に掲げる媒体ごとに、同表の基準値の項に掲げるとおりとする。 

２ １の環境基準の達成状況を調査するため測定を行う場合には、別表の媒体の項に掲げる媒体

ごとに、ダイオキシン類による汚染又は汚濁の状況を的確に把握することができる地点にお

いて、同表の測定方法の項に掲げる方法により行うものとする。 

３ 水質の汚濁（水底の底質の汚染を除く。）に係る環境基準は、公共用水域及び地下水につい

て適用する。 

 

別表 ダイオキシン類による環境基準 

 
備考 
１ 基準値は、2,3,7,8−四塩化ジベンゾ−パラ−ジオキシンの毒性に換算した値とする。 
２ 基準値は、年間平均値とする。 

 
 
■騒音に係る環境基準 
 

◆環境基準 

１ 環境基準は、地域の類型及び時間の区分ごとに表１の基準値の欄に掲げるとおりとし、各類

型を当てはめる地域は、都道府県知事（市の区域内の地域については、市長。）が指定する。 

 

表１ 

 
（注） 
１ 時間の区分は、昼間を午前 6 時から午後 10 時までの間とし、夜間を午後 10 時から翌日の午前

6 時までの間とする。 
２ AA を当てはめる地域は、療養施設、社会福祉施設等が集合して設置される地域など特に静穏を

要する地域とする。 
３ A を当てはめる地域は、専ら住居の用に供される地域とする。 
４ B を当てはめる地域は、主として住居の用に供される地域とする。 
５ C を当てはめる地域は、相当数の住居と併せて商業、工業等の用に供される地域とする。 

 

 

 

 

媒体 基準値 測定方法

水質

（水底の底質を除く。）
１pg-TEQ／l 以下 日本工業規格Ｋ0312に定める方法

昼間 夜間

AA 50デシベル以下 40デシベル以下

A及びB 55デシベル以下 45デシベル以下

C 60デシベル以下 50デシベル以下

地域の類型
基準値
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ただし、表２に掲げる地域に該当する地域（以下「道路に面する地域」という。）については、

表１によらず表２の基準値の欄に掲げるとおりとする。 

 

表２ 

 
備考 

車線とは、１縦列の自動車が安全かつ円滑に走行するために必要な一定の幅員を有する帯状の車道
部分をいう。 

 

この場合において、幹線交通を担う道路に近接する空間については、表２にかかわらず、特例

として表３の基準値の欄に掲げるとおりとする。 

 

表３ 

 
備考 

個別の住居等において騒音の影響を受けやすい面の窓を主として閉めた生活が営まれていると認
められるときは、屋内へ透過する騒音に係る基準（昼間にあっては 45 デシベル以下、夜間にあって
は 40 デシベル以下）によることができる。 

 

２ １の環境基準の基準値は、次の方法により評価した場合における値とする。 

(1) 評価は、個別の住居等が影響を受ける騒音レベルによることを基本とし、住居等の用に供

される建物の騒音の影響を受けやすい面における騒音レベルによって評価するものとす

る。 

この場合において屋内へ透過する騒音に係る基準については、建物の騒音の影響を受けや

すい面における騒音レベルから当該建物の防音性能値を差し引いて評価するものとする。 

(2) 騒音の評価手法は、等価騒音レベルによるものとし、時間の区分ごとの全時間を通じた等

価騒音レベルによって評価することを原則とする。 

(3) 評価の時期は、騒音が 1 年間を通じて平均的な状況を呈する日を選定するものとする。 

(4) 騒音の測定は、計量法（平成 4 年法律第 51 号）第 71 条の条件に合格した騒音計を用い

て行うものとする。この場合において、周波数補正回路は A 特性を用いることとする。 

(5) 騒音の測定に関する方法は、原則として日本工業規格 Z8731 による。ただし、時間の区

分ごとに全時間を通じて連続して測定した場合と比べて統計的に十分な精度を確保し得

る範囲内で、騒音レベルの変動等の条件に応じて、実測時間を短縮することができる。当

昼間 夜間

ａ地域のうち２車線以上の車線を

有する道路に面する地域
60デシベル以下 55デシベル以下

ｂ地域のうち２車線以上の車線を

有する道路に面する地域及び

ｃ地域のうち車線を有する道路に

面する地域

65デシベル以下 60デシベル以下

地域の区分
基準値

昼間 夜間

70デシベル以下 65デシベル以下

基準値
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該建物による反射の影響が無視できない場合にはこれを避けうる位置で測定し、これが困

難な場合には実測値を補正するなど適切な措置を行うこととする。また、必要な実測時間

が確保できない場合等においては、測定に代えて道路交通量等の条件から騒音レベルを推

計する方法によることができる。 

なお、著しい騒音を発生する工場及び事業場、建設作業の場所、飛行場並びに鉄道の敷地

内並びにこれらに準ずる場所は、測定場所から除外する。 
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